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１．社会経済情勢の変化
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総人口の長期的推移と将来推計

○日本の総人口は、今後100年間で約100年前（明治時代後半）の水準に戻っていく可能性。

○この変化は千年単位でみても類を見ない、極めて急激な減少。

（出典）国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」（1974年）。
（注）ただし、1920年からは、総務省「国勢調査報告」、「人口推計年報」、「平成17年及び22年国勢調査結果による補間推計人口」、

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」により追加。
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高齢化率 31.6%
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9,708万人
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2100年（中位推計）
4,959万人

高齢化率 41.1%

2100年（高位推計）
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3,795万人

（2010年）
12,806万人2008年にピーク

12,808万人
高齢化率22.1%

（2015年）
12,709万人
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将来人口の推計
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（出典）1950年から2013年までの実績値は総務省「国勢調査報告」「人口推計」、厚生労働省「人口動態統計」。推計値は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」、厚生労働省「人口動態統計」をもとに国土交通省国土政策
局作成。

（注１）「中位推計」は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」の中位推計（出生中位、死亡中位） 。その他は同推計の年齢別出生率の仮定値と2012年の生命表による生残率を用いた簡易推計による。（「中位推計」と簡易
推計の乖離率を乗じて調整）。各ケースの値はそれぞれの合計特殊出生率の想定にあうよう出生率仮定値を水準調整して試算。

（注２）「人口置換ケース1（フランスの回復ペース）」：2013年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし（合計特殊出生率1.43）、1994～2006年におけるフランスの出生率の変化（1.66から2.00に上昇）の平均年率（0.03）ずつ出生率が年々上昇し、2035年
に人口置換水準（2.07）に達し、その後同じ水準が維持されると仮定した推計。

「人口置換ケース2（日本の回復ペース）」：2013年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし（合計特殊出生率1.43）、2005年～2013年における我が国の出生率の変化（1.26から1.43に上昇）の平均年率（0.02）ずつ出生率が年々上昇し、2043年
に人口置換水準（2.07）に達し、その後同じ水準が維持されると仮定した推計。

＊厚生労働省「人口動態統計」では、平成27年の合計特殊出生率は1.45。

4,959万人

9,100万人程度

2110年頃
【ケース1】
9,500万人程度
【ケース2】
9,000万人程度

でほぼ安定

人口置換ケース１：1994～2006年のフラン
スの出生率上昇（1.66→2.00）のペースで
回復し、2035年に2.07に到達

10,900万人程度

合計特殊出生率

（2013年）
1.43

人口置換ケース２： 2005年～2013年の我
が国の出生率上昇（1.26→1.43）のペース
で回復し、2043年に2.07に到達

9,500万人程度

9,708万人

総人口

合計特殊出生率
（右軸）

若年人口

合計特殊出生率【中位推計】（1.35）

合計特殊出生率（2.07）

10,800万人程度

（千人）

社人研中位推計

（年）

○社人研の中位推計（出生率1.35程度で推移＊）では、総人口は、2050年では１億人、2100年には5千
万人を割り込むまで減少。

○今後20年程度で人口置換水準（2.07）まで出生率が回復した場合には、人口減少のペースは緩やかにな
り、総人口は2110年頃から9500万人程度で安定的に推移する。
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（東京圏）

－ 0.2万人

（名古屋圏）

－ 0.9万人

（大阪圏）

－10.6万人

（地方圏）

2016年大阪圏

名古屋圏

首都圏工業等制限法
（1959～2002年）

近畿圏工場等制限法
（1964～2002年）

テクノポリス法
（1983～98年）

頭脳立地法
（1988～98年）

地方拠点法
（1992～）

三大都市圏・地方圏の人口移動の推移

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに国土交通省国土政策局作成。
（注）上記の地域区分は以下のとおり。

東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
三大都市圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏 地方圏：三大都市圏以外の地域

○高度経済成長期には三大都市圏に人口が流入した。

○1980年頃にかけて人口流入は沈静化したが、その後、バブル期にかけて東京圏に人口が流入。

○バブル崩壊後は東京圏が一時的に転出超過となったが、2000年代には再び流入が増加した。

全総 新全総 三全総 四全総 21ＧＤ62 7769 87 98 08

国土形成計画

東京圏 転入超過数（東京圏）のピークは
1962年（39万人）

新産業都市法
工業整備特別地域法

（1962～2001年）

地方圏

転出超過数（地方圏）のボトムは
1961年（65万人）

第一次
石油ショック
（1973年） 第二次

石油ショック
（1979年）

バブル崩壊
（1991年）

アジア
通貨危機
（1997年）

東日本大震災
（2011年）阪神淡路

大震災
（1995年）

リーマンショック
（2008年）

15 第二次
国土形成計画

（年）
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都市規模別の人口動向
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1,693万人

3,868万人
2010年から＋31％

＋922万人

8,167万人

2,946万人

5,787万人
2010年から△29％

△2,380万人

1,073万人
2010年から△37%

△620万人

2010年（ピーク）
全体人口12,806万人

2040年
全体人口10,728万人

2010年から△16％
（△2,078万人）

全国

（人
口

単
位
：百
万
人
）

404万人
585万人
2010年から＋45％

＋181万人
1,207万人

251万人

869万人
2010年から△28％

△339万人

162万人
2010年から△36%

△90万人

506万人
587万人
2010年から＋16％

＋81万人

1,247万人

278万人

829万人
2010年から△33％

△417万人

168万人
2010年から△40%

△110万人

2010年
全体人口1,863万人 2040年

全体人口1,615万人

2010年から△13％
（△247万人）

2010年
全体人口2,031万人

2040年
全体人口1,584万人

2010年から△22％
（△447万人）

県庁所在都市

１０万人クラス都市

ピーク
2005年 1,872万人

ピーク
2000年 2,084万人

（人
口

単
位
：万
人
）

（人
口

単
位
：万
人
）

○地方都市では三大都市圏よりも早く人口減少が始まっており、今後、更なる人口の減少が見込まれる。

○特に、老年人口が増大するのに対し、生産年齢人口は大幅に減少すると見込まれ、地域の活力の低下が懸
念される。

老年人口

生産年齢人口

幼年人口

※ 「三大都市圏（既成市街地）」＝首都圏・近畿圏・中京圏の既成市街地。
「県庁所在都市」＝三大都市圏を除く、道県庁を有する市町村。
「人口１０万人クラス」＝三大都市圏、県庁所在都市を除く、人口５万人～１５万人の市町村。

483万人 729万人
2010年から＋51％

＋246万人

1,555万人

278万人

1,206万人
2010年から△22％

△350万人

191万人
2010年から△31%

△87万人

2010年
全体人口2,316万人

2040年
全体人口2,125万人

2010年から△8.2％
△190万人

三大都市圏（既成市街地）

ピーク
2015年 2,340万人

（人
口

単
位
：万
人
）

(注)福島県は県全体での推計しか行われていないため、集計の対象外とした。
出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所（平成２５年３月推計）
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都市規模別の高齢化動向

○高齢人口の指数（2010年＝100）をみると、2050年にかけて東京圏における増加が顕著。特に80歳以
上人口は大幅に増加。

○高齢化率は、全ての圏域において上昇し続け、地方圏が三大都市圏を一貫して上回って推移。

（出典）2040年までは国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成25年3月推計）の中位推計。2045年及び2050年は国土交通省国土政策局による試算値。
（注）割合の推移のグラフ中の括弧内は、2010年及び2050年のデータ
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全国の宅地供給量の推移

三大都市圏
（内数）

民間供給

公的供給

12,300

23,400

（出典）固定資産の価格等の概要調書（総務省）及び国土交通省調査を基に国土交通省土地・建設産業局作成（第１回空き地等の新たな活用に関する検討会資料）
（注１）昭和41年から昭和63年の間、M.G（ミディアムグロス＝住宅の敷地面積に細街路、プレイロット等を含めたもの）により推計を行っていたが、平成元年以降につい

ては推計手法を一部変更し、住宅用地に係る部分のみを推計している。
（注２）公的供給とは、UR、地方公共団体等の公的機関による供給、これらの機関の土地区画整理事業による供給を含む。
（注３）民間供給とは、上記以外の事業者による供給を含む。
（注４）岩手県、宮城県及び福島県においては、平成23～26年度の宅地供給量について農地及び林地から住宅用地への転用面積を計上している。
（注５）三大都市圏とは茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県。

平成26年度実績

全国 総 計 ： 6,142
公的供給 ： 734
民間供給 ： 5,408

三大都市圏（内数）
総 計 ： 3,049
公的供給 ： 384
民間供給 ： 2,665

宅地供給量の推移

○全国の宅地供給量は、昭和47年をピークとして漸減傾向にある。

○近年においても、三大都市圏における民間供給を中心として、一定程度の宅地供給が続いている。

（年）
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圏域別新設住宅着工戸数の推移
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（万戸）

（年）

資料：国土交通省｢建築着工統計調査｣
注：圏域区分は以下のとおり

首都圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
中部圏：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
その他の地域：上記以外の地域

（平成）

平成９年４月の消
費税率引き上げ

平成１９年６月の改正
建築基準法の施行

平成２６年４月の消
費税率引き上げ

平成２０年のリーマン
ショック

（出典）平成28年版土地白書

○新設住宅着工は、かつて年間百数十万戸ベースで推移してきたが、ここ数年は８０～９０万戸程度となって
いる。
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住宅ストック数と世帯数の推移
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○昭和43年に総住宅数が総世帯数を上回って以後、１世帯当たりの住宅数は一貫して増大。

○一世帯当たりの住宅数は、平成25年には1.16戸。

資料：総務省「住宅・土地統計調査」
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地価変動率の推移

※地域区分は以下のとおり。
三大都市圏：東京圏、大阪圏、名古屋圏

東京圏：首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地を含む市区町村の区域
大阪圏：近畿圏整備法による既成市街地及び近郊整備地を含む市区町村の区域
名古屋圏：中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村の区域

地方圏その他：三大都市圏、札幌市、仙台市、広島市、福岡市を除く市町村の区域
※地価公示：毎年1月1日時点における標準地の正常な価格を3月に公示するもの

○過去5年間における地価の対前年平均変動率は、全体として見れば、改善・下げ止まり傾向。

○三大都市圏や札幌・仙台・広島・福岡では住宅地・商業地ともにH26年から上昇に転じている。

○その他の地方圏では下落幅は縮小しつつあるものの依然として下落傾向。
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札幌・仙台・広島・福岡 地 方 圏 その他

（％）

出典：国土交通省「地価公示」

（出典）第23回国土審議会土地政策分科会企画部会（平成27年12月17日）資料 11
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土地は預貯金や株式などに比べて有利な資産か

そう思う どちらともいえない わからない そうは思わない
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利用されない土地を管理すべき責任者

土地の所有者もしくは所有者の家族・親族 町内会や自治会、管理組合など

NPO その他

わからない 地方公共団体

国

国民の土地に対する意識の変化

○利用されない土地を管理すべき責任者は「地方公共団体・国」と考える人の割合が増加している。

○また、「土地は預貯金や株式などに比べて有利な資産か」という質問に対し、「そう思う」と答えた人の
割合は平成５年度調査においては６割を超えていたが、平成２７年度調査においては、調査開始以来最低
となる30.1％に低下。大都市圏よりも地方圏で「そうは思わない」と回答した割合が高くなっている。

（出典）国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」 （出典）国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」
12
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実質GDP、労働生産性上昇率、労働力人口伸び率の推移

労働力人口伸び率 労働生産性上昇率 実質GDP上昇率

（出典）内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」より作成。実質GDPは、1955年～1979年は68SNA（平成２年基準）、1980年～1993年は、
93SNA（平成12年基準）、1994年～2014年は、93SNA（平成17年基準）による。このため、直接接続しないことに留意が必要。

1960～1970 1970～1980 1980～1990 1990～2000 2000～2010

実質ＧＤＰ上昇率と労働生産性上昇率等

（出典）第3回首都圏広域地方計画協議会（平成28年2月25日）資料

○日本の労働生産性上昇率は、長期的に下落傾向を示している。

○今後労働人口の減少が見込まれる中、ＧＤＰ増加のためには生産性の上昇が必須となる。
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地方経済の位置付け

○名目GDPは、東京圏で約３割、東京圏を含む三大都市圏で約５割、その他の地域で約５割を構成。就業者
数については、三大都市圏以外の地域で約６割を構成している。

○日本の経済成長に向けては、地域経済の活性化が不可欠。

出典：総務省「国勢調査」（2010年）、総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」（2012年）、総務省「就業構造基本調査」、RIETI「都道府県別産業生産性データベース」 14



地方都市におけるサービス産業の比重の大きさ

○人口10万人未満の都市圏であっても、サービス業の就業者の構成割合は60％を超えている。

○一方、製造業と比較してサービス産業の生産性は低く、都市の人口規模が小さくなるにつれて生産性も下
がっていく傾向にある。

出典：総務省「国勢調査」（2010年）、総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」（2012年） 15



地域経済の現状（商工会議所等の受け止め）

○全国の商工会・商工会議所（一部を除く）を対象としたアンケート結果によれば、地域経済の現状とし
て、全体では「縮小している」が過半を占めており、特に地方圏・５万人未満の地域で割合が高い。

○また、人口が減少している地域ほど「縮小している」の割合が高くなっており、地域経済と人口増加率は
密接に関係。

出典：「地域経済の現状と経済振興の取り組みに関するアンケート」結果（日本政策金融公庫総合研究所） 16



中心市街地における商業等の動向

○地方都市（５０市）を対象とした調査によれば、中心市街地の年間販売額及び売場面積は、全体では減少
傾向であり、８割を超える都市において減少している。

○中心市街地の事業所数は、全体では減少傾向であり、９割を超える都市において減少している。

出典：平成25年度中心市街地商業等活性化支援業務（中心市街地活性化施策の効果分析・検証事業）報告書（経済産業省）

■中心市街地の年間販売額の動向
（平成１６年－２４年）

■中心市街地の売り場面積の動向
（平成１６年－２４年）

■中心市街地の事業所数の動向
（平成１６年－２４年）

■中心市街地の事業所数の増加した市町村数・減少した市町村数
（平成１６年－２４年）

■中心市街地の年間販売額の増加した市町村数・減少した市町村
数（平成１６年－２４年）

■中心市街地の売場面積の増加した市町村数・減少した市町
村数（平成１６年－２４年）

増加した市町村 減少した市町村

7 市町村 43市町村

増加した市町村 減少した市町村

7 市町村 43市町村

増加した市町村 減少した市町村

3 市町村 47市町村
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Ｅコマース市場の動向

○小売業の市場規模が横ばいとなっている中で、インターネットやスマートフォンの普及等により、時間や場
所を問わずに利用できる電子商取引市場（Ｅコマース市場）が拡大している。

○工場跡地等を活用して大規模物流施設の新設が相次ぐなど、物流事業の変化を通じ、都市構造にも影響し得
る変化が生じている。

国内BtoC-ECの市場規模およびEC化率の経年推移 EC化率は物販分野を対象

出典：経済産業省「平成27年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備（電子商取引に関
する市場調査）報告書」※EC化率は物販分野を対象

（億円）

小売業の推移

出店：参議院経済産業委員会調査室作成資料「「買い物難民」問題～その現状と解決に向けた取組～」
（経済産業省「商業統計」より作成）

（十億円）

（千㎡）
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国の国債残高の推移

（出典）財務省：「日本の財政を考える」

○税収の減少や高齢化等による社会保障関係費の増大等を背景に、国の国債残高は累増している。

19



地方の長期債務残高の推移

（出典）財務省主計局：「地方財政について」

○地方公共団体の長期債務残高は、平成１６年をピークに横ばいが続いている。

20



地方財政（歳入）

○政令市・中核市等とその他の都市を比較すると、歳入に占める自主財源の割合に差が見られる。

○また、税収及び固定資産税収の推移を見ると、政令市・中核市等は近年上昇傾向にあるものの、その他の
都市については横ばいが続いている。
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全国

政令指定都市・特別区・中核市・特例市
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支出金
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■歳入内訳（2014年度決算）

■地方税収及び固定資産税収の推移
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出典：総務省「市町村別決算状況調」より作成

（億円） （億円） （億円）
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地方財政（歳出）

○都市規模に関わらず、人件費、扶助費（生活保護費等）、公債費といった義務的経費が歳出の約半分を占
め、財政余力に乏しく、また、財政の硬直化により新規投資は困難な状況に。

■歳出内訳（2014年度決算）

出典：総務省「市町村別決算状況調」より作成
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※１．国土交通省所管の社会資本10分野（道路、治水、下水道、港湾、公営住宅、公園、海岸、空港、航路標識、官庁施設）の、国、地

方公共団体、地方道路公社、（独）水資源機構が管理者のものを対象に、建設年度毎の施設数を調査し、過去の維持管理、更新実

績等を踏まえて推計。

※２．今後の新設、除却量は推定が困難であるため考慮していない。

※３．施設更新時の機能向上については、同等の機能で更新（但し、現行の耐震基準等への対応は含む。）するものとしている。

※４．用地費、補償費、災害復旧費は含まない。

※５．個々の社会資本で、施設の立地条件の違いによる損傷程度の差異や維持管理・更新工事での制約条件が異なる等の理由に

より、維持管理・更新単価や更新時期に幅があるため、推計額は幅を持った値としている。

○社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会「社会資本メンテナンス戦略小委員会」での
審議を踏まえ、国土交通省において試算した結果によると、2013年度の維持管理・更新費は約3.6兆円
※）、10年後は4.3～5.1兆円、20年後は4.6～5.5兆円程度になるものと推定される。

将来の社会資本の維持管理・更新費の推計結果 （H25.12）

年度 推計結果

2013年度 約3.6兆円※）

2023年度
（10年後）

約4.3～5.1兆円

2033年度
（20年後）

約4.6～5.5兆円

※）２０１３年度の値（約３．６兆円）は、実績値ではなく、今回実施した推計と同様の条件のもとに算出した推計値

出典：国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課作成資料 23



図 二酸化炭素総排出量の内訳

出典：2014年度温室効果ガス排出量（確報値）（環境省）

ＣＯ２排出量と都市活動の関係

５３％

○国内の二酸化炭素総排出量は2014年度は対前年に比べ減少したものの、2009年度以降増加傾向を示
してきたところ。

○二酸化炭素総排出量のうち、約５割が都市活動（家庭、業務その他、運輸）に由来している。

図 二酸化炭素総排出量の年度別推移

13億9,700万トン

13億7,800万トン
(2005年度比

-1.4%)
13億2,700万トン

(同 -5.0%)

14億1,300万トン
(同 ＋1.1%)

12億5,100万トン
(同 -10.5%)

13億500万トン
(同 -6.6%)

13億5,500万トン
(同 -3.0%)

13億9,000万トン
(同 -0.5%)

14億800万トン
(同 +0.8%) 13億6,400万トン

<前年度比 -3.1%>

(2005年度比 -2.4%)

(1990年度比 +7.3%)

2010～2013年度は
増加傾向排出量

（億トンＣＯ２換算）

12億7,100万トン

24



２．都市計画制度の沿革

25



26

2006（平成18年）

○まちづくり三法改正

1999（平成11年）

○地方分権一括法

1992（平成4年）
○用途地域細分化・市町村マス

2000（平成12年）
○線引き選択制
○準都計区域

・地方分権に向けた社会的要

請の高まり

・バブル景気を背景とした住宅地へ

のオフィス進出

・市町村主体の計画策定の気運の高

まり

・開発圧力の低下

・都市計画区域外への無秩序

な立地

・中心市街地の衰退

準都市計画区域

社
会
背
景

制
度

内

容 あ

認可→同意江戸川区（用途地域細分化）

機関委任業務の廃止

市町村の権限拡大

公共交通軸 都市機能集積地

集約型都市構造
形成イメージ（富山市）

・大都市への人口流入に伴う

住宅・保健衛生の問題

・近代産業の発展

社
会
背
景

・東京における伝染病、大火

災等の問題

・近代国家としての体制整備

1888（明治21年）
東京市区改正条例

1919（大正8年）

旧都市計画法

1968（昭和43年）

新都市計画法

1980（昭和55年）

○地区計画制度

・高度経済成長による都市へ

の人口流入と、それに伴う

環境悪化、土地利用の混乱

・地区環境に係わる住民主体

のまちづくり活動の展開

千代田区 内幸町通り
大田区京浜国道（震災復興）

新百合丘駅周辺
（土地区画整理事業）

制
度

内

容

地区計画

震災復興

戦災復興

都市計画制度の沿革
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【機密性２】

○人口減少・高齢化の急速な進行に起因する様々な課題が顕在化。

○これに伴い、我が国の都市政策は、郊外部の開発圧力の規制的手法によるコントロールを基に、拡散した市
街地をコンパクト化して都市の持続性を確保する「集約型都市構造化」の本格的展開に大きく転換。

 2003(H15).12 「都市再生ビジョン」 （社会資本整備審議会答申）

 目前に迫った人口減少への対応が急務
 都市政策の基本方向に「コンパクト」を本
格的に位置付け

 2012(H24).9 「都市計画に関する諸制度の今後の展開について」
（都市計画制度小委員会中間とりまとめ）

 2006(H18).2 「新しい時代の都市計画はいかにあるべきか（第一次答申）」
（社会資本整備審議会答申） まちづくり３法の見直し【H18】

・大規模集客施設の立地制限
・病院等の公共公益施設の開発許可
の対象化 等

都市の低炭素化の促進に関する法律
（エコまち法）の制定【H24】
・都市のＣＯ２削減に向けた市町村
の取組を支援

 2013(H25).7 都市再構築戦略検討委員会中間とりまとめ

○快適な暮らしと活力ある経済活動が行われるまちを実現するため、都市構造の再
構築（リノベーション）が必要
 地方都市： 居住の集積（集住）と生活と経済を支える都市機能を再配置
 大都市： 高齢者が健康に暮らせるまちづくりと医療・福祉の効率的な提供

都市再生特別措置法の改正【H26】
・立地適正化計画制度の創設により、
コンパクトシティを本格的に推進

コンパクトシティ政策への転換までの主な経緯

○「都市化社会」から「都市型社会」へ移行
○「都市の拡張への対応」から、都市の中へ目を向けた「都市の再構築」へ

○「拡散型都市構造」から「集約・修復保全型都市構造」への転換
○工場跡地やバブル期に生じた細分化された土地の利用密度の向上と都市

機能の集積等により、市街地をコンパクトに

 1997(H9).6 「今後の都市政策のあり方について」
（都市計画中央審議会基本政策部会中間とりまとめ）

○都市機能の拡散と中心市街地の空洞化
⇒ サービス提供効率の低下、自動車利用の加速、環境負荷の増大 等

○「集約型都市構造」の実現により、都市圏の持続的な発展を確保

○東日本大震災を契機としたエネルギー需給の変化によるエネルギー制約等
⇒ 「集約型都市構造化」を通じた低炭素・循環型社会の構築が重要課題

 人口減少を見据え、都市が拡大するとい
う前提を見直し

 都市の外側から内側へ目を向け始めた端
緒

 2007(H19).7 「新しい時代の都市計画はいかにあるべきか（第二次答申）」
（社会資本整備審議会答申）

○集約型都市構造の実現に向けた戦略的取組
多様な主体及び施策の連携による「総力戦」へ
都市交通施策と市街地整備との連携
集約型都市構造の実現に向けた公共交通の重要性

 求めるべき市
街地像として
「集約型都市
構造」のイ
メージが登場
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【機密性２】

（１） 市街化区域、用途地域における立地規制

大規模集客施設が立地可能な用途地域を見直し、現行の６から３へ限定。

（２） 非線引き白地地域等における立地規制

非線引き都市計画区域、準都市計画区域内の白地地域では大規模集客施設は原則立地不可。

（３） 用途を緩和する地区計画制度の創設

上記（１）（２）により規制強化される用途地域及び非線引き都市計画区域内の白地地域においては、大規模集客

施設の立地も認めうる新たな地区計画制度（開発整備促進区）を創設。

（４） 準都市計画区域制度の拡充

農地を含む土地利用の整序が必要な区域等に広く指定できるよう、準都市計画区域の要件を緩和するとともに、
指定権者を都道府県に変更。

（５） 都市計画手続等の円滑化、広域調整手続の充実

一定の開発事業者が都市計画提案を行えるよう、都市計画提案権者の範囲を拡大。また、広域調整の強化のた

め、都道府県知事が市町村の都市計画決定等に対する協議同意を行う際に、関係市町村から意見を聴取できる
こととする。

（６） 開発許可制度の見直し

市街化調整区域内の大規模開発を許可できる基準を廃止し、病院、福祉施設、学校、庁舎等の公共公益施設を

開発許可等の対象とする。

人口減少・超高齢社会を迎える中、都市機能の無秩序な拡散に歯止めをかけ、既存ストックを有効活用しつつ、都市
機能がコンパクトに集積した、歩いて暮らせるまちづくりの実現が必要。

このため、広域的に都市構造やインフラに影響を与える大規模集客施設（床面積１万㎡超の店舗、映画館、アミュー
ズメント施設、展示場等）について、広く立地可能とされるこれまでの土地利用の原則を逆転し、一旦立地を制限した上
で、その立地について都市計画手続を経ることで、地域が適正に判断できることとする。

都市の秩序ある整備を図るための都市計画法等の一部を改正する法律

平成１８年都市計画法改正の概要①
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【機密性２】

～大規模集客施設の立地規制の強化～

50㎡超不可

150㎡超不可

白地地域

市街化調整区域

白地地域

用途地域

用途地域

市街化区域
（用途地域）

線
引
き
都
市
計
画
区
域

非
線
引
き
都
市
計
画
区
域

準
都
市
計
画

区
域

大規模集客施設については、
用途地域の指定により立地
可能。
また、非線引き都市計画区域
では、用途を緩和する地区計
画決定でも立地可能。
（準都市計画区域内は地区計
画の策定不可）

非線引き都市計画区
域、準都市計画区域の

白地地域

制限なし

大規模開発
も含め、
原則不可

市街化調整区域 原則不可

同左工業専用地域 原則不可

工業地域

準工業地域

商業地域

近隣商業地域

準住居地域

第二種住居地域

制限なし

第一種住居地域 3,000㎡超不可

第二種中高層住居専用地域 1,500㎡超不可

第一種中高層住居専用地域 500㎡超不可

第二種低層住居専用地域
同左

第一種低層住居専用地域

用
途
地
域

改正後（H19.11.30施行）改正前（店舗）

制限なし
※

大規模集客施設： 床面積１万㎡超の店舗、映画館、アミューズメント施設、展示場等。
※ 準工業地域では、特別用途地区を活用。特に地方都市では、これを中活法の基本計画の国による認定の条件とすることを基本方針で明記。

原則不可

地区計画を定めた場合、
適合するものは許可
（病院、福祉施設、学校等も
開発許可を必要とする。）

原則不可

ただし、計画的大規模開発
は許可
（病院、福祉施設、学校等は
開発許可不要）

用途地域の変更又は地区計画
(再開発等促進区）決定が必要

大規模集客施設については、
用途地域の変更又は用途を緩
和する地区計画決定により立
地可能

大規模集客施設について、商業地域等を除き、その立地を一旦制限し、立地しようとする場合には都市計画の変更手続きを要することとし、当
該手続きを通じた地域の判断によって適正な立地を確保

平成１８年都市計画法改正の概要②
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平成１８年改正後の状況（大型店の立地件数）

○大型店の立地件数については、改正前の年間５０７件（H18）から、改正後の年間平均３７２件へと２
７％減少している。このうち店舗面積１万㎡超の大型店の立地件数は、改正前の年間８１件（H18）か
ら、改正後の年間平均４６件へと４３％減少している。

○なお、この間の非居住建築物の建築着工件数は、２６％減少している。

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

■店舗等面積10,000㎡以下 441 426 401 368 310 315 256 324 359 349

■店舗等面積10,000㎡超 (注２) 102 81 135 52 39 44 39 34 47 69

合計 (注１) 543 507 536 420 349 359 295 358 406 418

102 81
135

52 39 44 39 34 47 69

543
507

536

420

349 359

295

358
406 418

0

100

200

300

400

500

600

改正都市計画法施行(H19.11.30)

件

大型店全体で
平成１８年から２７％減少

１万㎡超の大型店は
平成１８年から４３％減少

平均３７２

平均４６

出典：商業動態統計調査

出典：建築着工統計

近年、小売業販売額は増加傾向

着工は、平成18年から２６％減少

平均48,680

（兆円）

○大型店の立地件数(注１)の推移 (参考) 小売業の年間販売額の推移

(参考) 非居住建築物の新築着工件数の推移

(注１) 主要な用途が店舗等である延べ面積３,０００㎡超の建築物の新築の建築確認件数
表中の各年の期間は、前年11月30日～当年11月29日(H17のみ、H17.1.1～H17.11.29)

(注２) 主要な用途が店舗等である延べ面積１８,０００㎡超の建築物 (店舗等面積：約１０,０００㎡超に相当)

主要な用途が店舗等である延べ面積３，０００㎡超の建築物のうち、延べ面積が用途地域ごとの店舗面積の上限を超過している６９件について、
店舗等部分の面積と延べ面積の比率の中央値が、１：１．７６≒１０：１８であることから、店舗等面積１万㎡超 ≒ 延べ面積１８,０００㎡超とした。 30
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平成１８年改正後の状況（大型店の立地場所）

○店舗面積１万㎡超の大型店の立地について、商業地域及び近隣商業地域への立地の割合は、改正前４８％
（H18）から改正後６２％へと１４ポイント高くなっている。

○用途変更や地区計画などにより立地を可能としたケースは７２件あり、このうち、改正法により大規模集
客施設の立地が制限された用途地域等における立地は２２件（３１％）となっている。

○大型店の立地件数(注１)の推移

(注1) 主要な用途が店舗等である延べ面積１８,０００㎡超の建築物 (店舗面積：約１０，０００㎡超に相当)

(注2) 表中の各年の期間は、前年11月30日～当年11月29日(H17のみ、H17.1.1～H17.11.29)

件
商業地域･近隣商業
地域への立地の割合
は、１５ポイント増

改正都市計画法施行(H19.11.30)

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

全体(件数) 102 81 135 52 39 44 39 34 47 69

うち商業地域・
近隣商業地域

(件数)
44 40 39 33 22 33 31 31 25 45

(比率) 43% 48% 29% 61% 56% 73% 76% 76% 53% 65%

○大規模集客施設の立地を図る都市計画手続き
の案件数等

・都市計画手続を経て大規模集客施設の立地を可
能としたケース (平成１８年５月～２６年１１月) 

都市計画
決定済 うち、大規模集客施

設の立地が制限さ
れた用途地域等(注

3)

用途地域の変更 ３９件 １６件

市街化区域への編入 ２１件

開発整備促進区を定

める地区計画

４件
４件

再開発等促進区を定

める地区計画

８件
２件

計 ７２件 ２２件

(注3）第二種住居地域、準住居地域、工業地域、非線引き都市計画区域・準都

市計画区域の白地地域
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【機密性２】

●低炭素まちづくり計画の策定（市町村）●民間等の低炭素建築物の認定

●基本方針の策定（国土交通大臣、環境大臣、経済産業大臣）

低炭素まちづくり計画制度

東日本大震災を契機とするエネルギー需給の変化や国民のエネルギー・地球温暖化に関する意識の高揚等を踏まえ、市街化区域等
における民間投資の促進を通じて、都市・交通の低炭素化・エネルギー利用の合理化などの成功事例を蓄積し、その普及を図ると
ともに、住宅市場・地域経済の活性化を図ることが重要

背 景

法律の概要

低炭素化に資する設備（蓄電池、蓄熱槽等）について通常の
建築物の床面積を超える部分

【容積率の不算入】

外壁断熱
100mm

南窓の
軒ひさし

天井断熱
180mm

床断熱
100mm

東西窓の
日除け

常時換気
システム

窓は複層ガラス
（可能なら断熱
サッシ）連続する

防湿気密層

暖冷房は
エアコン

等

〈戸建住宅イメージ〉

太陽光発電パネル

＋

高効率給湯器

【認定のイメージ】

【認定低炭素住宅に係る所得税等の軽減】

居住年
所得税最大減税額
引き上げ(10 年間)

H26.4
～31.5

500万円
（一般400万円）

登録免許税率
引き下げ(～H30.3)

保存
登記

0.1％
（一般0.15％）

移転
登記

0.1％
（一般0.3％）

○バス路線やＬＲＴ等の整備、共同輸配送の実施
バス・鉄道等の各事業法の手続特例

○自動車に関するＣＯ２の排出抑制

公共交通機関の利用促進等

都市機能の集約化

○病院・福祉施設、共同住宅等の集約整備
民間事業の認定制度の創設

○民間等による集約駐車施設の整備
建築物の新築等時の駐車施設附置義務の特例

○歩いて暮らせるまちづくり
（歩道・自転車道の整備、バリアフリー化等）

○ＮＰＯ等による緑地の保全及び緑化の推進
樹林地等に係る管理協定制度の拡充

○未利用下水熱の活用 民間の下水の取水許可特例

○都市公園・港湾隣接地域での太陽光発電、蓄電池等の設置
占用許可の特例

緑・エネルギーの面的管理・利用の促進

○民間等の先導的な低炭素建築
物・住宅の整備

建築物の低炭素化

都市機能の
集約を図る
ための拠点
となる地域

低炭素まちづく
り計画区域

（都市の低炭素化の促進に関する法律 平成２４年１２月４日施行）
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都市のコンパクト化の意義

○医療・福祉・商業等の生活
サービスの維持が困難に

○公共交通ネットワークの縮小・
サービス水準の低下

■ 地域経済の衰退

■ 都市の生活を支える機能の低下

○地域の産業の停滞、企業の撤退

○中心市街地の衰退、
低未利用地や空き店舗の増加

○社会保障費の増加

○インフラの老朽化への対応

■ 厳しい財政状況

都市が抱える課題

 生活サービス機能の維持

 生活サービス施設へのアクセス確保
など利用環境の向上

 高齢者の社会参画

 サービス産業の生産性向上、投資誘発

 外出機会・滞在時間の増加による消費拡大

 インフラの維持管理の合理化

 行政サービスの効率化

 地価の維持・固定資産税収の確保

 健康増進による社会保障費の抑制

コンパクトシティ
生活サービス機能と居住を
集約・誘導し、人口を集積

まちづくりと連携した公共交通
ネットワークの再構築

＋
ネットワーク

 エネルギーの効率的利用
 ＣＯ２排出量の削減

中心拠点や生活拠点が
利便性の高い公共交通で結ばれた
多極ネットワーク型コンパクトシティ

高齢者や子育て世代が安心・快適に
生活できる都市環境

ビジネス環境の維持・向上により
地域の「稼ぐ力」に寄与

財政面でも持続可能な都市経営

低炭素型の都市構造の実現

○ 人口減少・高齢者の増加

○ 拡散した市街地

都市を取り巻く状況

○都市のコンパクト化は、居住や都市機能の集積による「密度の経済」の発揮を通じて、住民の生活利便性の維持・
向上、サービス産業の生産性向上による地域経済の活性化、行政サービスの効率化等による行政コストの削減
などの具体的な行政目的を実現するための有効な政策手段。

コンパクトシティ化による効果の例

生活利便性の維持・向上等

地域経済の活性化

行政コストの削減等

地球環境への負荷の低減
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◆区域内における居住環境の向上
・公営住宅を除却し、区域内で建て替える際の除却
費の補助

・住宅事業者による都市計画、景観計画の提案制度
（例：低層住居専用地域への用途変更）

●立地適正化計画（市町村）
・都市全体の観点から、居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能の立地、公共交通の充実に関する包括的なマスタープランを作成

・民間の都市機能への投資や居住を効果的に誘導するための土俵づくり（多極ネットワーク型コンパクトシティ）

都市機能誘導区域
生活サービスを誘導するエリアと当該エリアに誘
導する施設を設定

◆都市機能（福祉・医療・商業等）の立地促進
○誘導施設への税財政・金融上の支援
・外から内(まちなか)への移転に係る買換特例
・民都機構による出資等の対象化
・交付金の対象に通所型福祉施設等を追加

○福祉・医療施設等の建替等のための容積率等
の緩和

・市町村が誘導用途について容積率等を緩和するこ
とが可能

○公的不動産・低未利用地の有効活用
・市町村が公的不動産を誘導施設整備に提供する場

合、国が直接支援

◆歩いて暮らせるまちづくり
・附置義務駐車場の集約化も可能
・歩行者の利便・安全確保のため、一定の駐車場

の設置について、届出、市町村による働きかけ
・歩行空間の整備支援

◆区域外の都市機能立地の緩やかなコント
ロール
・誘導したい機能の区域外での立地について、届
出、市町村による働きかけ

居住誘導区域
居住を誘導し人口密度を維持するエリアを設定

◆区域外の居住の緩やかなコントロール
・一定規模以上の区域外での住宅開発について、届
出、市町村による働きかけ

・市町村の判断で開発許可対象とすることも可能

◆公共交通を軸とするまちづくり
・地域公共交通網形成計画の立地適正化計画への調和、計画策定支援（地域公共交通活性化再生法）
・都市機能誘導区域へのアクセスを容易にするバス専用レーン・バス待合所や駅前広場等の公共交通施設の整備支援

◆区域外の住宅等跡地の管理・活用

・不適切な管理がなされている跡地に対する市町村
による働きかけ

・都市再生推進法人等（NPO等）が跡地管理を行う
ための協定制度

・協定を締結した跡地の適正管理を支援

予算

予算

予算

予算

税制

※下線は法律に規定するもの

予算

予算

公共交通 維持・充実を図る公共交通網を設定

予算

・地方都市では、高齢化が進む中で、市街地が拡散して低密度な市街地を形成。大都市では、高齢者が急増。
背景

法律の概要

（改正都市再生特別措置法 平成２６年８月1日施行）

立地適正化計画制度
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３．都市をめぐる課題

①都市のスポンジ化への対応 →別冊

②生活サービス機能の確保

③地域にふさわしい土地利用の実現

④郊外のスプロール開発等の抑制

⑤災害に強い住宅市街地の形成

⑥都市施設の計画的整備

⑦生活圏の広域化等への対応

⑧多様な主体の参画
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②生活サービス機能の確保

○生活サービス機能の確保については、立地適正化計画制度を中心にコンパクト・プラス・ネットワー
クの取組を推進し、中長期的な視点に立って、まちなかや公共交通沿線への生活サービス機能の
立地誘導を進めるとともに、都市の生産性向上を図ることが有効と考えられる。

○一方、高齢者数の急増に伴い、地域における医療・介護サービスの確保が喫緊の課題となってい
るほか、過疎地域のみならず都市部においても、人口減や商圏の広域化等を背景として地域の食
料品店等が閉店し、マイカーを運転できない高齢者が日常の買い物に著しい支障をきたす「買い物
難民」が発生している。

○加えて、地域公共交通ネットワークの縮小が続いており、その維持・確保が課題となっている。

○また、都市部を中心として待機児童の解消のための保育所ニーズが高まりを見せる一方、騒音等
を理由に周辺住民の反対に遭い、保育施設の建設が難航するケースも見られる。

人口が集積する都市部にあっても、人口構造等の急激な変化等を背景として、地域住民に必要
な生活サービス機能が十分に確保できない問題が顕在化している。
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②生活サービス施設の確保

医療・福祉機能の確保

■大都市圏における高齢者人口の推移
（２０１０年→２０４０年）

出典：国勢調査
国立社会保障・人口問題研究所（平成２５年３月推計）

■平成３７年の介護保険施設利用者数（推計）と
施設定員数

出典：「平成２４年度首都圏整備に関する年次報告」より作成

急増する高齢者 福祉施設の老朽化・不足

2010年 2040年 増加数 増加率

東京圏

65～74歳 414 万人 517 万人 103 万人 25%

75～84歳 239 万人 333 万人 94 万人 39%

85歳以上 79 万人 270 万人 190 万人 240%

名古屋
圏

65～74歳 133 万人 150 万人 17 万人 12%

75～84歳 84 万人 102 万人 18 万人 22%

85歳以上 29 万人 84 万人 55 万人 191%

関西圏

65～74歳 233 万人 246 万人 12 万人 5%

75～84歳 141 万人 166 万人 25 万人 18%

85歳以上 48 万人 149 万人 101 万人 208%
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平成37年施設利用者数(推計)

H37

利用者
H22

定員
H37

利用者

H22

定員
H37

利用者
H22

定員

19%

81%

昭和56年以前
昭和57年以降

■竣工年別の福祉施設数
（東京都）

出典：東京都社会福祉協議会調査

利用者数が定員
の２倍以上に

＊東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県

＊名古屋圏：愛知県、岐阜県、三重県

＊大阪圏：大阪府、京都府、兵庫県、奈良県

約２割が築３０年以上

○大都市では、

・郊外部を中心に高齢者（特に８５歳以上の高齢者）が急速に増加する予測

・高齢者数の急増に伴い医療・介護の需要が急増し、医療・福祉サービスの提供や地域の活力
維持が満足にできなくなる懸念

○こうした状況下では、在宅医療・介護を含めた地域包括ケアを実現するため、既存ストックを
活用しながら医療・福祉機能の望ましい配置を推進することが必要。
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■埼玉県Ａ地区の事例

・埼玉県日高市にあるＡ地区は1970 年代から宅地分譲が始まり、東京都内に勤める会社員などが移り住んだが、現
在では急速に高齢化が進み、住民約６千人のうち65 歳以上の高齢者が約25％を占めている。

・2008 年４月に地域内にあった唯一のスーパーが撤退した結果、住民たちは一番近いスーパーまで道幅の狭い道
路を自転車で20～30 分かけて買い物に行かなくてはならない事態となった。

・今後は高齢の夫婦だけの世帯や一人暮らしの住民がさらに増加することが想定されるため、団地の外まで買い物
に行けなくなる人が増加するおそれが懸念される。

■福島県Ｂ地区の事例

・福島県いわき市の高台にあるＢ地区は、1980 年代に造成された住宅団地で、県内や首都圏から移り住んだ約
1,500 世帯、約4,900 人が暮らしているが、約300 世帯は高齢者のみの世帯である。

・５年前に団地を通る路線バスが廃止されてから交通が不便になり、１年前には約２㎞先に品ぞろえの豊富なスー
パーができたため、団地で唯一の小型スーパーは、売上げが減少し閉店に追い込まれた。

・団地に住む80 歳代の女性は、運転免許がなく、周辺に路線バスも走っていないため、約２㎞先のスーパーまで
リュックサックを背負いながら、約40 分掛けて歩いて買い物に行っているという。

②生活サービス機能の確保

“買い物難民”の発生

○過疎地域のみならず都市部においても、中心市街地や既存商店街の衰退等に伴い地域の食料
品店等が閉店し、マイカーを運転できない高齢者等の住民にとって自由に買い物に行くこと
が困難な状況が生まれている。

○特に、大都市郊外の住宅団地などでは、住民の多くが同世代である場合が多いため、高齢
化・人口減が急激に進み、事態がより深刻化する傾向があるとの指摘もある。

（参考）参議院経済産業委員会調査室「「買い物難民」問題～その現状と解決に向けた取組～」
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地域公共交通サービスの衰退モータリゼーションの進展と輸送人員の減少

・ 一般路線バスについては、2010年度から2015年度までの6年間に
約7,509 ㎞の路線が完全に廃止。

鉄軌道については、2000年度から2015年度までの15 年間に
37 路線・約754 ㎞が廃止。

空白地面積 空白地人口

バス 500m圏外
鉄道 1km圏外

36,477 km2

（我が国の可住地
面積の約30%）

7,351千人
（我が国の人口の

5.8%）

• 公共交通空白地域の存在

• モータリゼーションが著しく進展

• 一般路線バス事業者の6割以上、地域鉄道事業者の7割以上の経
常収支が赤字

一般路線バス事業者 地域鉄道事業者

（出典）平成23年度国土交通省調査による

• 輸送人員は大幅に減少

1990年 2000年 2010年 2015年

乗合バス事業 65億人 48億人 42億人
42億人

（90年に比べ35％減）

地域鉄道 5.1億人 4.3億人 3.8億人
4.1億人

（90年に比べ20％減）

（出典）自動車輸送統計年報、鉄道統計年報及び国土交通省調査

今後の急激な人口減少の下で地域公共交通をめぐる環境はますます厳しいものとなることが想定

（2015年度）

（保有車両３０両以上の事業者（2015年度） ）

※乗用車保有台数は各年3月末時点、乗合バス（輸送人員）は各年度の数値
出典：「自動車輸送統計年報」「自動車検査登録情報協会公表資料」より国土交通省作成
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②生活サービス機能の確保

公共交通の維持・確保

○地域公共交通の位置付けが相対的に低下し、輸送人員の減少が著しい。

○地域交通を担う民間事業者の経営悪化に伴い、地域公共交通ネットワークの縮小、運行頻度等の
サービス水準の低下が進行している。

（出典）国土交通省総合政策局作成資料 39



②生活サービス機能の確保

保育所の建設難航

○都市部を中心に保育所の確保が課題となる中、住民の反対により建設中止や開園延期に追い
込まれる事例が生じている。

■全国で住民の反対により保育所の建設が難航するケースが発生

 千葉県市川市では、開園を目指していた保育所の計画が、周辺住民から騒音に対する懸念や周辺の道路が
狭隘なため危険であることなどを理由に反対され、断念するに至った。

 その後、事業者は市内の別の場所での建設を計画したが、これも同様の理由によって周辺住民から反対さ
れ、断念した。（２回目の計画では、住民説明会を企画したが、反発が強く、説明会開催前に断念することと
なった。）
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月）
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柏駅

２４時間対応の在宅医療・看護・介護サービス

保育園

地域拠点ゾー
ン

銀行

柏地域医療連携センター

認定こども園

近隣センター
公園
約１ha

図書館（分館）

商業・利便
複合施設街区

児童センター
老人いこいの家

特別養護老人ホーム

（定員９０名）

併設ショートステイ

（定員１０名）

認知症対応型共同生活介護

（定員９名）

老人デイサービスセンター

（定員３０名）

ティーサロンこひつじ

○ 施設の概要『柏こひつじ園』

事業者：社会福祉法人 小羊会
敷地面積：約３，０００㎡
延床面積：約５，５００㎡
規 模：ＲＣ造地上６階
開 設：平成２３年１０月

【千葉県柏市】

背景・課題

・豊四季台団地（ＵＲ賃貸住宅）の建替の必要性（昭和

39年に入居開始）

・高齢化に対応した医療・福祉サービスの充実の必要性（団

地の高齢化率：40%超、柏市の高齢化率：23.4%

（平成26年10月1日現在））

在宅医療委員会
（医療・看護・介護
サービスの検討）

人と人委員会
（人と人が繋がる仕

組みの検討）

住まい・移動委員会
（暮らしやすく移動し
やすいまちの検討）

各ワーキンググループで具体的な事業を計画・実効

柏市

（高齢化に対応した

まちづくり）

独立行政法人

都市再生機構

（豊四季台団地の

建替事業）

東京大学

高齢社会総合研究機構

（研究成果による

施策提言）

豊四季台地域高齢社会総合研究会

研究会のもとに三委員会を設置

就
労
W
G

住
ま
い
W
G

医
療
W
G

連
携
W
G

市、ＵＲ、東大ほか各関係事業者が参加

『住まい』に係る部分は都市部局と保健福祉部局が連携

都市部局
（都市マスタープラン
・立地適正化計画）

保健福祉部局
（介護保険事業計画）

団地再生に併せて、地域包括ケアの機能を整備

・産学官による「豊四季台地域高齢社会総合研究会」を組織し、豊四季台地
域のまちづくりの方針等を検討。

・24時間対応の医療・看護・介護サービス事業所をサービス付き高齢者向け住

宅の建設に併せて誘致したほか、域内（地域拠点ゾーン）に生活利便施設を

配置。

サービス付き高齢者向け住宅

薬
局

自立棟

介護棟

居宅介護

小規模多機能

２４Ｈ訪問看護

24Ｈ訪問介護

子育て
支援施設

主治医
診療所

在宅療養
支援診療
所

地域包括
支援ｾﾝﾀｰ

地域交流
スペース

◆イメージ図 開設：平成２６年５月

資料：株式会社学研ココファン

②生活サービス機能の確保

団地再生と併せた地域包括ケアの推進

（出典）コンパクトシティ形成支援チーム会議資料（第７回 Ｈ２８．９） 41



佐川急便・日本郵便 Aさん

Bさん

Cさん

UR団地内のヤマト拠点

Aさん

Bさん

Cさん

各お店の注文商品を
まとめて集荷

ヤマト

地域住民をスタッフと
して積極採用

コープみらい

お買物便の
サービスレベルアップ

お宅別仕分け・梱包

【コミュニティ型のサービスステーション】

団地内拠点
一括配送

買物サポート

お買物便

地域住民の活躍

高所作業や物の移動などの
軽作業提供

「直接・対面」の接点を
活かしたお元気確認

旅客輸送を活用した客貨混載や、
コミュニティバスの運営

外出サポート

※赤字：運用中
青字：当社の構想

家事サポート・お元気確認

生活支援をはじめ、医療、介護、福祉、小売等、他職種の情報連携による地域包括ケアの効率化

地域包括ケアサポート

②生活サービス機能の確保

住宅団地における生活支援サービスの取組（ヤマトグループ）

（出典）ヤマト運輸株式会社作成資料 42



②生活サービス機能の確保

生活サービスの確保に向けたきめ細やかな土地利用コントロールの事例

＜山梨県甲府市の事例＞

○甲府市では、高齢化等を背景に、一部地域について、従前からの居住環境を維持しつつ徒歩圏内に必要
な店舗を確保すること等を目的として、用途地域の変更（第１種低層住居専用地域の一部を第２種低層
住居専用地域に変更）を行った。

○一方、新たな店舗の立地による駐車・照明・騒音などが周辺の住環境に影響を及ぼすことも予測される
ことから、併せて、届出指針を定め、色彩、屋外広告物、営業時間、駐車場等への配慮を求めることに
より、生活環境の保全を図っている。

（出典）甲府市作成資料 43



・ビッグデータ等を活用し、バス路線を再編（地域公共交通再編実施計画認定）

・利用者の多い路線は、ＢＲＴの導入などにより安定した輸送力を確保。他方、日常生活需
要等については、地域住民が主体となった協議会を通じ、住民ニーズを踏まえたコミュニティバ
スで対応。

・公共交通軸の沿線等に都市機能の誘導を図るとともに、周辺への居住を促進（まちなか居
住促進区域を定め、転居者に対して助成）

公共交通ネットワークの総合的な再編

車輌の高度化

【岐阜県岐阜市】

背景・課題

・少子高齢化、自動車への依存が進むにつれ、公
共交通利用者は減少。将来的に地域の移動手
段の確保が困難となる可能性。

ビッグデータ

公共交通事業者よりデータ提供

＋
全市アンケート結果

＋

国勢調査・都市計
画基礎調査等

現状の把握・課題抽出

対策の検討

将来の人口動態を加味した
シミュレーションによる検証

実効的かつ具体的な
網形成計画（施策）の作成

○ビッグデータを活用した現状把握と分析によ
りバスネットワークを検討

バス利用者情報

バス運行情報

ＩＣカードのデータ

バスロケーションシステムのデータ

連節バスの導入拡充検討中
⇒運行の効率化
公共交通軸の強化・明確化

バス優先レーン・PTPSの導入拡大中
⇒定時性、速達性の向上
バス優先レーンのカラー化整備中
⇒公共交通軸の視認性を高める

ハイグレードバス停を整備中
⇒バス停での待ち環境の向上

幹線ﾊﾞｽ路線上のﾊﾞｽ停やﾄﾗﾝｼﾞｯﾄｾﾝ
ﾀｰ近傍でｻｲｸﾙ＆ﾗｲﾄﾞ駐輪場等の確保

走行環境整備

車輌の高度化

利用環境整備

交通結節点の整備

ＪＲ岐阜駅をハブターミナルとして整備するとともに、地域の生活拠
点となる、スーパー、病院等にトランジットセンターを整備検討中

ＪＲ岐阜駅北口駅前広場 トランジットセンター（病院）

＋
拠点等への都市機能の誘導及び

公共交通の利便性の高い地域への集住の促進

○地域住民が主体となりコミュニティバスの運行
計画等を検討

地域住民

行政（市） 交通事業者

運営協議会を設置
○計画段階から住民が参画
・ルートやバス停の位置の検討
・ダイヤの運行計画の立案・運賃の決定
・コミュニティバスの愛称も募集

地域の移動手段の確保

路線バスで対応しにくい地域の買い物や通院など日常生活の移動を支
える交通手段として「市民協働の手づくりコミュニティバス」の導入
推進中

※岐阜市総合交通戦略（2014-2018）から作成

②生活サービス機能の確保

まちづくりと一体となった公共交通の再編

（出典）コンパクトシティ形成支援チーム会議（第7回 Ｈ２８．９） 44



①開発・建築行為を通じたコントロールの限界

・生活サービス機能の確保に向けては、まずは立地適正化計画制度の運用の積重ねとその評価が待
たれるところ。

・一方、本来、地域で提供されるサービスは都市計画の目的達成には重要な要素であるが、開発・建築
規制を基調とする現行制度では、施設が整備された後の状態にはコントロールが及ばず、その機能の
維持（適切なサービス水準の確保、撤退の抑制等）は計画の射程から外れている。

・また、これに関連して、地域の実情に応じた都市計画の展開を可能とする観点から、マスタープランの
内容・手続の充実、住民参加機会の拡大、土地利用制度の在り方等についても検討が求められる。

②意見調整システムとしての機能不全

・都市施設については、本来、医療、福祉等の民間によって提供されるサービスを含め、様々な施設を
計画に位置付けることが可能であるが、実際にはほとんど行われていない。

・都市計画決定プロセスでは、関心の低さなどから実質的に住民参画を得られないことが多く、意見調
整システムとして有効に機能していないとの指摘がある。

・都市計画の総合性が高まり、近隣にどのような施設が立地し得るのかあらかじめ住民に認識されてい
れば、保育所等が“突然”建設されるという住民意識の軽減につながることも期待できる。

②生活サービス機能の確保

検討すべき課題
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③地域にふさわしい土地利用の実現

○用途の混在は、適度に行われる場合は生活利便性が高く賑わいのあるまちの形成につながるが
、その規模や態様によっては、住民生活と事業活動で摩擦が起こり、居住環境と経済生産性の双
方にマイナスの影響を与えるおそれがある。また、想定外の規模・用途の建築物の立地により、周
辺インフラへの過剰な負荷をもたらし、渋滞の発生など、居住環境を著しく悪化させることがある。

○また、適法に建築された建築物であっても、入居者が当初期待していた住環境が確保されない（
例：いわゆるドミノマンションにおける眺望等の問題）、周辺住民が保全したいと願う景観やまちな
みが阻害されるなどとして、紛争に発展するケースがある。

○災害・交通上危険な市街地や緑地の欠如など、良好な市街地環境の形成に向けて課題はなお存
在する。

これまでの都市行政の積み重ねにより、都市の居住環境は大幅に改善・向上が図られてきたも
のの、今なお解消されない構造的な課題も残っており、将来世代に引き継ぐべき、成熟した豊か
な市街地が形成されてきたとは言い難い状況も散見される。
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③地域にふさわしい土地利用の実現

工場と住宅の混在、ドミノマンション問題

○工業系地域における工場と住宅の混在により、住民生活と事業活動で摩擦が起こり、双方に
とっての環境を阻害するおそれ。

○中高層マンションが狭い隣棟間隔で折り重なるように立ち並ぶいわゆるドミノマンションに
ついては、眺望等の観点から紛争に発展する事例も見られる。

■工場と住宅の混在

商業地域内の住宅地に４棟のマンションが建設時期をずらして南側
に近接して建設され、それぞれの隣棟間隔が５ｍ、１０ｍ、１０ｍで
建ち並ぶ。

■ドミノマンション

（出典）社会資本整備審議会住宅宅地分科会基本制度部会（Ｈ１７．５ 第７回）
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大規模
商業施設

周辺の住居系用途地域内まで続く渋滞周辺を工業地域、住居系用途地域に囲まれた大規模商業施設

③地域にふさわしい土地利用の実現

工場跡地における大規模集客施設の立地

○工業系地域等において当初想定されていなかった大規模集客施設が立地し、周辺道路で交通
渋滞が大量発生し、地域の居住環境や都市の事業活動に著しい影響を及ぼすケースがある。

（出典）横浜市「行政地図情報提供システム」を基に事務局作成 48



・ 国立マンション訴訟一審（2002.12）では、『地

権者らは良好な景観の維持を相互に求める利
益（以下「景観利益」という。）を有するに至った
と解すべきであり、この景観利益は法的保護に
値し、これを侵害する行為は不法行為に該当
する』として住民側が勝訴。

・ 最高裁（2006.3）では住民側が敗訴となる

が、『景観利益は法律上保護に値する』ことが
認められ、その侵害に当たると言えるには、
『法規の規制に違反するものであるなど、相当
性を欠くことが求められる』との判断を提示。

○地域住民等が、通称「大学通り」に建築
された高さ44mのマンションの、高さ20mを
超える部分について、建築業者に対して
撤去等を求め、提起したもの

③地域にふさわしい土地利用の実現

国立マンション訴訟の概要

○適法に建築された建築物であっても、地域で守られてきた環境に合わず、景観、プライバ
シー等の侵害などを理由に近隣住民からの訴えで紛争に発展する場合がある。

国立マンション訴訟の概要
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○氾濫する広告物により、まちなみや景観を損ねている場合がある。また、適切な維持管理が
行われず、倒壊等の危険性が増している広告物も見られる。

○また、景観のほか、防災、安全等の観点から無電柱化の取組も進められているが、現状では
ごく限られた地域での取組にとどまっている。

出典：無電柱化推進検討会議資料（国土交通省道路局）出典：看板の安全管理ガイドブック（屋外広告物適正化推進委員会）

電線の地中化老朽化により腐食した屋上広告物の骨組み

＜美観を損ねる電柱・電線＞＜氾濫する広告物＞

③地域にふさわしい土地利用の実現

景観を損ねる広告物、看板、電柱、電線
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○近年、都市内における駐車場の整備が進み、路上駐車は減少傾向。
○他方、歩行者優先の街路においても駐車場が設置されることにより、自動車と歩行者の錯綜が発生。
○今後は中心市街地における駐車場の配置適正化が課題。

③地域にふさわしい土地利用の実現

路外駐車場の増加に伴う自動車・歩行者の錯綜

・自動車と歩行者の錯綜の発生 ・駐車場の配置適正化のイメージ

■After

凡例

■Before

駐車場 歩行者優先
の空間

自動車
の動線

出典：国土交通省都市局作成資料 51



・歩道や路肩、歩行空間のない狭隘な通学路

③地域にふさわしい土地利用の実現

狭隘な生活道路

○歩行者にとって十分な通行空間の無い、狭隘道路も依然として存在し、生活道路等において
悲惨な事故が絶えない。

・抜け道（杉並区高井戸付近）における交通事故の発生状況

（出典）国土交通省関東地方整備局ウェブサイト
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●東京都における緑地（樹林地、農地、草地）の減少

・東京都では平成15（2003） 年から
平成25（2013）年の10年間で、「樹
林･原野･草地」、「農用地」が2.3ポ
イント減少している。

●横浜市における緑地（樹林地、農地、草地）の減少

・横浜市では昭和45（1970）年から

平成21（2009）年の約40年間で、

緑被が約20ポイント減少している。

○都市化の中で緑地は一貫して減少している。近年、減少傾向はゆるやかになり、公園のス
トックも増加しているものの、依然として樹林地や農地の減少に歯止めはかかっていない。

昭和45年（緑地 約50％） 昭和55年（緑地 約40％） 平成21年（緑地約 30％）

図－東京都「みどり率※」の調査結果

出典：平成25年「みどり率」の調査結果について
東京都環境局 報道発表資料

図－横浜市の緑被分布の推移

出典：横浜みどりアップ計画（計画期間：平成26年-30年度）
横浜市環境創造局

③地域にふさわしい土地利用の実現

都市緑地の減少
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③地域にふさわしい土地利用の実現

屋外広告物条例による良好な景観の維持

【京都府京都市】 屋外広告物条例

○京都市では、屋外広告物について、景観の重要な要素として位置付け、美しい品格ある都市景観の形成を図るた
め、地域の特性に応じたきめ細やかな基準（市内を21の規制区域に分類）を設定し、規制を行っている。

○平成１９年改正施行後の屋外広告物条例では、屋上広告物の全面禁止、点滅式・可動式照明の禁止、主要幹線
道路に突出する屋外広告物の禁止等、厳しい規制の強化を行い、経過措置期間が終了する平成２６年までに８割
を超える屋外広告物が条例の趣旨に沿った表示となり、平成２７年度末には９割を超えた。

（出典）京都市「京のサイン」をもとに国土交通省作成
写真：京都市提供 54

規制により
一変した
四条通り

平成21年

平成27年



元町まちづくり協議会

・各会から２～３名

・公共団体等関係機関及び
学識経験者、専門家らが活

動をサポート

共同組合元町ＳＳ会

商店街振興組合元町ＣＳ

元町自治運営会

元町河岸通り会

≪元町地区の街並み≫

≪対象範囲≫

≪元町まちづくり協議会の体制≫≪地区計画・まちづくり協定の規定項目≫※

地区計画で
ハード面を

制限

街づくり協定
でハード、ソ
フト面のきめ
細かい内容

を規定

≪事前協議の仕組み≫※

※出典：日本都市計画学会 都市計画報告集
（2009年2月「商店街におけるまちづくり協定と地区計画の運用と活用方法」）
を基に事務局作成

出典：横浜観光情報ＨＰ（公益財団法人横浜観光コンベンション・ビューロー）

③地域にふさわしい土地利用の実現

地区計画と街づくり協定による魅力的なまちなみの形成

【神奈川県横浜市】 元町地区のまちづくり協定等

○横浜市では、地域まちづくり組織が自主的に定めたまちづくりのルールを市長が認定する制度を条例で定めてい
る。元町地区では、この制度を活用し、地元商店街を中心とした元町まちづくり協議会が自主的に定めたまちづく
り協定により、歴史と文化を活かしたまちづくり等の魅力的な街並みづくりに取り組んでいる。

出典：元町公式ルールブック Ver.3

凡例
×：禁止
△：制限
○：誘導
◎：義務

●：規定タイプ
が複数 55



③地域にふさわしい土地利用の実現

緑地・広場の創出（都市緑地法等の一部を改正する法律案（平成29年2月10日閣議決定））

【都市緑地法】 （現行・改正)

民間主体による緑地空間の創出

▶ 民間主体による市民緑地の整備を促す制度の創設

- ＮＰＯ、まちづくり会社等の民間主体が、市区町村長による設置管理計画の
認定を受け、オープンアクセスの市民緑地を設置・管理

税制）緑地保全・緑化推進法人が設置管理する市民緑地の敷地に係る
固定資産税・都市計画税の軽減 （無償貸付時に限る）
（３年間 原則１／３軽減（1/2～1/6で条例で規定））

予算）緑地保全・緑化推進法人が設置管理する市民緑地における植栽、
ベンチ等の施設整備に対する補助
（社会資本整備総合交付金893,958百万円の内数）

・都道府県知事が民間の緑の担い手（緑地管理機構）を指定（社団・
財団・ＮＰＯが対象）

▶ 緑地保全・緑化推進法人（緑地管理機構を名称変更）の指定権者を
知事から市区町村長に変更、指定対象にまちづくり会社等を追加

緑地保全・緑化推進の担い手制度

緑化地域

・都市計画で定める緑化率（※）の最低限度以上の緑化を義務付け
（※）敷地面積に対する緑化施設（屋上・壁面緑化を含む）の面積の割合

原則最大２５％まで定められるが、敷地内空地の緑化を主としていたため、高い建蔽率
の地区等では低率で設定

▶ 緑化率の最低限度の基準の見直し（屋上緑化等の普及を踏ま
え、建蔽率に関わらず25%まで設定可能に）

公園不足地域等におい
て公園と同等の緑地空
間を創出
空き地の有効活用

緑化推進等を行う
NPO、まちづくり会社の
活動を促進

屋上緑化等による都市
緑化の推進

NPOが空き地を緑地空間として整備

整備前

市
区
町
村
長

設
置
管
理
者

土
地
所
有
者

貸借契約
の締結

認定

設置管理
計画の申請

市民緑地の設置管理

＜市民緑地認定制度のスキーム＞

※土地所有者が設置管理者
となる場合もある

屋上緑化

・民有緑地を住民に公開するため地方公共団体等が管理する仕組み
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①土地利用規制と開発・建築活動のギャップ

・現行の土地利用規制は、許容される土地利用の上限をメニュー方式で定めたものとなっており、枠
内に収まる開発・建築は原則として許容される仕組みになっている。

・このため、現在の周辺環境からは大きく乖離した開発・建築も認められ、近隣住宅との紛争が発生
することがある。

・一方、商工業の立地動向が変化しており、商業系地域には商業施設が、工業系地域には工場が、
それぞれ他用途よりも優先して立地するといった従来の想定が成り立たなくなっており、これまで以
上に用途の混在が進むことが考えられる。また、想定外の規模・用途の建築物の立地により、インフ
ラに過剰な負荷をもたらし、周辺の居住環境に著しい影響を及ぼすおそれがある。

②マスタープランの規範性・実効性の欠如

・マスタープランが十分な規範性・実効性を有しておらず、そもそも望ましい土地利用についての地
域の統一的なイメージやコンセンサスが存在していないとの指摘がある。

③意見調整システムの不全

・現行制度は実質的な住民参加の機会等に乏しく、意見調整システムとして有効に機能していないと
の指摘がある。

・また、法的救済が司法に委ねられる場合には、当事者のみならず行政・住民を含め、地域のまちづ
くり自体が長期にわたりストップしてしまう点も問題として指摘される。

③地域にふさわしい土地利用の実現

検討すべき課題
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④郊外のスプロール開発等の抑制

○市街化を抑制すべき市街化調整区域であっても、人口増加を図りたい自治体、土地活用を望む
地権者の意向が一致し、制度趣旨を逸脱するような規制緩和が実施され、需要を超えた住宅建設
や市街地のスプロール化が引き起こされている。

○また、規制強度の異なる線引き区域と非線引き区域が隣接する場合など、規制の緩やかな非線
引き区域で郊外開発が進む例が見られる。

○このほか、駐車場、資材置場、太陽光発電設備など、開発行為に該当せず、それゆえコントロー
ルが及ばない土地利用の形態が見られる。規模や形態によっては周辺のインフラや居住環境へ
大きな影響を及ぼしかねないものであり、周辺住民等との間でトラブルに発展するケースもある。

生活圏の広域化等に伴い、郊外部では今なお開発などが続いている。人口増加を狙って積極的
に郊外開発を推進する自治体もある。
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○市街化調整区域において住宅開発を認める開発許可の規制緩和が行われた結果、郊外部に住宅
が大幅に増加し無秩序な宅地化が進行する一方、中心市街地における空き家の増加・空洞化が
進んだ例もみられる。
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年
２９条許可面積 １１号許可面積

２９条許可件数 １１号許可件数

開発許可件数及び面積の推移

＜Ｈ市（人口約5万6000人（H28.4現在）の事例＞
○Ｈ市では、市街化調整区域のうち、11号条例の対象区域として2,465ha(約48%)を指定（H15）した（H22に1,201haに

縮小）。
※11号条例：市街化調整区域のうち、市街化区域に隣接・近接する区域で、開発を認める区域、用途を定める。

○開発許可事案（専用住宅、分譲住宅、アパート等）のほとんどが11号条例区域内で行われる一方、市街化区域内
では人口減少するエリアが多くなっている。

規制緩和したH15以降、市街化調整区域の許可件数・面積
が激増

（棒グラフ）

（折れ線グラフ）

④郊外のスプロール開発等の抑制

郊外部でなお進行する宅地化①

○市街化区域 850ha（下図 ）
○市街化調整区域 5,050ha（下図 が条例
指定地域、 はＨ22廃止地域）

開発許可状況

（出典）国土交通省都市局「集約型都市構造の実現に向けた土地利用・開発許可
にかかる制度・運用のあり方に関する検討調査業務報告書」（平成２７年度）
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④郊外のスプロール開発等の抑制

郊外部でなお進行する宅地化②

＜Ｋ市の事例＞

○Ｋ市ではＨ１８年に条例が施行されたが、対象区域を地理的に限定せず、一定の要件を満たせば調整区域の全
域で開発可能とした。この結果、調整区域での開発許可件数は２倍以上に増加し、スプロール化が進行したこと
から、Ｈ２３年に条例は廃止された。

○なお、条例適用期間中、転入者の増加は見られたものの、市内及び近隣市町からの流入が全体の７割を占め、
広域的な観点からの人口増加の効果は限定的であったといえる。

※住民基本台帳（期間：06.5.18～11.9.30）

※開発許可箇所は川越市資料より
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にかかる制度・運用のあり方に関する検討調査業務報告書」（平成２７年度）



（出典）国土交通省都市局「郊外部における土地利
用コントロール手法に関する調査検討業務」

○非線引き都市計画区域の用途白地地域で行われる開発に係る許可において、技術基準への適合
性のみが要件とされている。

○生活圏の広域化等を背景に開発ニーズが高まり、近接・隣接する線引き都市計画区域よりも開
発が進行しているケースも見られる。

④郊外のスプロール開発等の抑制

用途白地地域におけるスプロール開発

＜前橋市と吉岡町の事例＞

前橋市は市町村合併により市域に線引き区域と非線
引き区域が併存しており、隣接する吉岡町は非線引
き区域である。

Ｈ１２から１０年間の人口増減を見てみると、市街
化区域内では中心市街地をはじめ人口が減少してい
る箇所が広範囲に見られる。⇒青枠内

一方、非線引き区域である吉岡町域などでは人口が
増加している箇所が多く見られる。⇒赤枠内

前橋市

出典：地域メッシュ統計（総務省統計局）、国土数値情報より国土交通省都市局作成

 スプロール開発のイメージ

前橋市

吉岡町
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○駐車場、資材置き場、発生土処分場、太陽光発電設備などの非建築的土地利用により、
・騒音、振動、粉塵等の発生
・交通渋滞や交通危険性の増加
・景観の阻害
などの観点から周辺の居住環境に重大な影響を及ぼしている事例も見られる。

○資材置き場などが増加している地域

道路境界に設置さ
れた敷地の囲いに
より、４ｍ未満の未
舗装道路の交差点
部の見通しが悪化。

油が流入して汚染さ
れた農業水路。

位置図等

※住宅地図にこだわるものではあり
ません。

※位置・概況が理解できれば手書き
等でも結構です。

資材置場・発生
土処分場

駐車場

幅 員 約
3.6ｍ

幅 員 約
3.8m

幅 員 約
3.8m

幅 員 約
3.6ｍ

幅員約
3.8m

○太陽光発電施設の設置に伴う課題等○住宅地に隣接する資材置き場

調査期間：平成２５年１１月～１２月
※国土交通省都市局調べ

④郊外のスプロール開発等の抑制

施設の開発により周辺環境に影響が生じる事例

全国の自治体（都道府県・政令指定都市）
に対する調査では、29都道府県から以下の
ような課題が生じているとの回答があった。

（重複回答あり）

住居専用地域内で、資材の積み卸し、加工
作業による騒音・振動・粉じん等の発生に、
近隣住民から苦情が出た資材置場の例
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（出典）国土交通省都市局「良好な宅地水準を確保するための開発許可
の基準のあり方に関する検討調査業務報告書」（平成２０年度）



【事例】資材置場を規制対象としている条例：横須賀市
横須賀市土地利用調整条例では、市街化調整区域の500㎡以上の資材置場に

対して、緑地の確保などの基準を定め、市長の承認を要するとしている。

横須賀市

○開発許可の対象とならない資材置場等を対象とした条例を制定し、届出や市長の承認
等の手続を課すことで周辺環境との調和を求めている。

（出典）国土交通省都市局「良好な宅地水準を確保するための開発許可の基準のあり方に関する検討調査業務」（平成２０年度）

④郊外のスプロール開発等の抑制

開発許可の対象とならない施設への対応
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①開発許可における過度な規制緩和

・市街化調整区域の開発許可について、運用次第では、調整区域に幅広く開発が許容される仕組
みとなっており、現に郊外開発が大規模に進行している事例も見られる。

・立地適正化計画（コンパクトシティ政策）との整合が求められる。

②マスタープランの規範性・実効性の欠如

・本来、個々の市町村による即地的な判断は、都市計画区域全体を対象としたまちづくりの基本的
な方針に即して行われるべきである。しかしながら、都市計画区域マスタープランに十分な規範性・
実効性が伴わないことで、個々の市町村の判断がそのまま計画に反映されることとなり、例えば県
がコンパクトシティの方針を示しているにも関わらず、市が大規模な郊外開発を促進するといった
事態が生じる。

・また、併せて、市町村マスタープランについても、自らの運用する土地利用規制の判断基準を示
すものとして、その内容や手続の充実を図ることも考えられる。

③開発・建築行為を通じたコントロールの限界

・現行制度では、建築物の建築等を目的としない土地の区画形質の変更や単なる設備の設置など
については、コントロールが及ばず周辺との不調和な開発に至るケースがある。

④郊外のスプロール開発等の抑制

検討すべき課題
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○密集市街地では、地震時に家屋の倒壊や大火等の発生、さらには細街路の道路閉塞による消火
・避難・救助活動の遅れ等により重大な被害を受ける可能性が極めて高い。

○近年においても、頻発化・激甚化する水害等により、従来の想定を超える被害が発生し、多くの死
者や家屋倒壊等が生じている。

○防災・減災対策と並行して、「復興事前準備」の取組を進めておくことが重要であるが、その重

要性は一定の自治体において理解されているものの、実際に復興事前準備に取り組んでいる自

治体は僅かである。

⑤災害に強い住宅市街地の形成

南海トラフ巨大地震や首都直下地震など切迫性の高い大規模地震災害や、局地化・集中化・
激甚化する降雨による水災害等への対策は喫緊の課題。

しかしながら、地震時等に大きな被害が想定される密集市街地、災害危険性の高い住宅地
等は今なお存在している。

また、大規模災害で、甚大な被害が発生した場合には、経済社会活動の停滞が深刻となるこ
とが予想されることから、被災直後から迅速に復興まちづくりを進めることにより、早期回復・復
興を促すことが極めて重要である。
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「住生活基本計画（全国計画）」の全部変更 （H23.3）
地震時等に著しく危険な密集市街地の面積約6,000haを
平成３２年度（2020年度）までに概ね解消する。

⑤災害に強い住宅市街地の形成

地震時等に大きな被害が想定される密集市街地

○老朽化した木造住宅が密集し、細街路が多く公園等のオープンスペースの少ない密集市街地で
は、地震時に家屋の倒壊や大火等の発生、さらには細街路の道路閉塞による消火・避難・救助
活動の遅れ等により重大な被害を受ける可能性が極めて高く、早急な整備改善が課題。

【東京都の例】1,683ha 【大阪府の例】2,248ha

平成２７年度末までに１，３１０haについて最低限の

安全性が確保され、地震時等に著しく危険な密集市
街地は４，４３５ha。

新たな重点密集市街地 約6,000ha

東京都墨田区京島

○建物の倒壊による道路閉塞により、
消火・避難・救助活動の遅れ等の恐れ

○家屋の倒壊や大火等の発生の恐れ

地

震

時

炎上する神戸市内（「阪神・淡路大震災復興誌」 総理府阪神・淡路復興対策本部事務局発行より）

建物の倒壊による道路閉塞

建物の倒壊（中央区）神戸市HPより

出典：国土交通省都市局都市安全課資料を基に事務局作成 66



⑤災害に強い住宅市街地の形成

宅地耐震化の推進

○大地震時等に滑動崩落や液状化するおそれのある地区等における再度災害防止対策等を実施。

平成28年熊本地震による宅地被害の状況

液状化による建物の傾斜造成地の再度災害（雨による造成地末端の崩壊）

○滑動崩落防止

○液状化防止（地下水位低下工法の例）

【熊本地震を受けて要件の緩和】
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（出典）熊本県提供資料

（出典）熊本県提供資料 （出典）国土交通省都市局都市安全課作成資料

（出典）熊本県提供資料



⑤災害に強い住宅市街地の形成

災害危険性の高い住宅地等

出典：国土交通省都市局都市計画課調べ

広島豪雨による土砂災害の例：発生日：平成２６年８月２０日
場所：広島市安佐南（あさみなみ）区、安佐北（あさきた）区

土石流１０７件、崖崩れ５９件
被害概要：死者７４名、家屋全壊１３３戸 等

○近年集中豪雨が頻発し、これに伴う土砂災害も増加する傾向。

○急傾斜地や崖地における土砂災害等の危険な住宅地が存在。土砂災害特別警戒区域等において
も開発が行われている。

■土砂災害特別警戒区域における開発許可件数等■崖地や急傾斜地の住宅

（出典：平成26年8月豪雨による広島県で発生した土砂災害への対応状況／国土交通省／平成26年10月31日）

（出典：国土地理院、消防庁ＨＰ）

 時間雨量50mmを超える雨が頻発するなど、雨
の降り方が局地化・集中化・激甚化し、従来の
想定を超える被害が発生

頻発化・激甚化する水害等

出典：国土交通省都市局都市安全課作成資料
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⑤災害に強い住宅市街地の形成

復興事前準備の取組状況

○防災・減災対策と並行して、「復興事前準備」の取組を進めておくことが重要。

○その重要性は一定の自治体において理解されているものの、実際に復興事前準備に取り組んで
いる自治体は僅か。
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復興事前準備は、どれくらい実施

できているか（N=1,147）

60%

37%

32%

30%

27%

26%

56%

3%

0% 20% 40% 60% 80%

他業務の負担が大きく、検討時間が確保できていない

具体的な対策イメージがつかめず、何をすればよいかわからない

他業務に比べて取組の優先順位が低い

防災やまちづくりに関するノウハウのある人材が不足している

検討のための調査データや資料が不足している

他都市での取組事例等、参考となる情報が不足している

その他

未回答

「復興事前」準備対策において、課題と考える事項（N=1,147）（複数回答）

59%

68%

23%

32%

27%

23%

0% 20% 40% 60% 80%

住民の生活再建に関する意向把握に時間を要した

住民意向の変化により、事業手法や区域見直しが必要となった

合意形成のプロセスの明示がないため円滑に進まなかった

土地需要等の見込みが不透明で、土地利用方針検討が長期化した

拠点施設の機能や規模に関する検討が長期化した

職員の復興まちづくりの経験や知識が不足し、計画策定が滞った
（N=53）

（複数回答）

○復興事前準備の必要性

出典：国土交通省都市局都市安全課調査結果

東日本大震災における復興まちづくり計画策定時の課題

復興事前対策の取組状況に関するアンケート調査結果

○調査対象：都道府県及び市区町村（回答自治体：１，１４７）
※熊本県内及び復興計画を作成している東日本大震災被災自治体を除く

出典：国土交通省都市局都市安全課資料を基に事務局作成 69



都市計画道路の整備

○特定整備路線の整備
東京都では、木造住宅密集市街地の整備地
域（約6,900ha）において、延焼遮断帯となる主
要な都市計画道路（特定整備路線）28区間
（延長25km）を指定し、2020年度までに重点的
に整備を行う。

街区内の建築物の不燃化
○不燃化特区制度

東京都では、木造住宅密集市街地の整備地
域（約6,900ha）において、区からの提案を受
け、不燃化助成の上乗せ、都税の減免など
特別な支援を行っている。

＜不燃化に係る支援＞

区からの提案に
基づき53地区（約
3,100ha）が事業
実施中。不燃化特
区制度の実施によ
り、まちの不燃化
を促進。

＜不燃化特区の指定＞

⑤災害に強い住宅市街地の形成

密集市街地対策①

○まちの不燃化の促進と延焼遮断帯の整備による総合的な密集市街地対策を実施。

【東京都の取組】

出典：国土交通省都市局都市安全課作成資料 70



⑤災害に強い住宅市街地の形成

密集市街地対策②

○道の拡幅整備を基本としつつも、個々の細街路の特性に応じて、多様な対策を実施。

【京都市の取組】

～細街路対策事業（京都市）～
袋路の避難安全性を高めるため、緊急避難経路の整備や袋路入口建物の耐震・防火改修費や袋路入口部分の拡幅整備の費用を助

成。

道の拡幅整備を基本としつつも，今後は，以下の視点のもと個々の細街路の特性に応じて，多様な対策を展開

細街路対策の基本方針

②袋路入口建物の

耐震・防火改修

③袋路入口の拡幅整備等

①緊急避難経路の確保

袋路

●助成内容

①緊急避難経路の整備費（上限30万円） ②始端部建物の耐震・防火改修費（上限250万円） ③始端部の整備費（上限５0万円）

袋路の避難安全性を高めるため次の３事業を実施（Ｈ２４．７～）

避難安全性の向上 京都らしさの維持・再生建物更新の円滑化

出典：国土交通省都市局都市安全課作成資料
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【滋賀県の取組】

背景・課題

・投資余力の減少、水害の頻発・激甚化

・情報氾濫、経験不足等の危機管理の限界、

無防備な開発

・無関心、行政依存等の水防意識の低下

まちづくりと連携した治水の取組として、以下の仕組みを提案し、実践へ
○何があっても命だけは守れるようにする仕組み
●溢れても街中に流れ込まないようにする仕組み
●溢れても家が水没や流失しないようにする仕組み
◎浸水しやすい場所を市街地にしないようにする仕組み

地域性を考慮した総合的な災害対策

●街中に流れ込まないようにする仕組み

◎浸水しやすい場所を市街地にしないようにする仕組み

●溢れても家が水没や流失しないようにする仕組み

○特に深く浸水す
る場所では建築物
の耐水化を許可条
件とする。
(予想浸水面以上の
高さに垂直避難でき
る空間を確保、既存
建築物には助成によ
る対策促進策)

○行政、地域住民が話し合い、“先人の智恵”
と“地先の安全度”を総合して、地区（集落）
単位での避難判断基準を設定。

○宅地建物取引時における水害リスク情報提供
の努力義務
・宅地取引時の重要事項説明時の情報提供（宅
地建物取引業法での定めではない）を流域治水
条例に努力義務として位置づけ。

○何があっても命だけは守れるよう
にする仕組み

○生活圏である氾濫原を取り囲む河川・水路群
の整備水準を超える複合的な氾濫を考慮する。

○10年確率(時間雨量50mm相当)で浸水深が50cm(床上浸水程度)では、盛土などにより一定の対策が講じ
られなければ、原則として市街化区域に編入しない。

◎居住や都市機能の誘導

中高 低

●施設の整備○リスクの提示

居住等を誘導
すべき区域等

＜災害リスクを考慮したまちづくりのイメージ＞

災害リスク：

・災害リスクの低い地
域へ居住や都市機能
を誘導

・災害リスクの高い地
域は居住等を誘導す
べき区域等から除外

・河川や下水道等
の整備等を重点的
に実施

一級河川Ａ川
治水安全度１／３０ 水路

治水安全度１／２ 下水道（雨水）
治水安全度１／１０

農業用排水路
治水安全度１／５

二級河川Ｂ川
治水安全度１／１０

②平屋建てであっても、
付近に有効な避難場所
がある

想定水位

想定水位

地盤面

地盤面

①２階の床面または避難
上有効な屋上の高さが、
想定水位以上にある

新築
増改築

新築
増改築

新築
増改築

避難所

⑤災害に強い住宅市街地の形成

総合的な災害対策とまちづくりとの連携

○居住や都市機能の誘導等によるまちづくりと連携した総合的な災害対策を実施。

（出典）コンパクトシティ形成支援チーム会議資料（第７回 Ｈ２８．９） 72



①密集市街地対策のスピードアップ

・地震時等に著しく危険な密集市街地の解消には、権利関係が複雑であること等により協議・調整
に多大な時間を要するため、まちの不燃化、延焼遮断帯や細街路の整備等の対策の更なるスピ
ードアップを図る必要がある。

②災害リスク情報のきめ細かい提示・共有等

・災害リスクの低い地域へ居住や都市機能を誘導するに当たり、様々な災害リスク情報のきめ細
かい提示・共有等を行うことが重要である。

③復興事前準備の推進

・被災後に早期かつ的確に復興まちづくり計画を策定できるよう、各自治体において具体的な復興
事前準備の取組を進めることが重要である。

⑤災害に強い住宅市街地の形成

検討すべき課題
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○都市計画施設は、戦後から高度経済成長期にその多くが定められ、人口の増加、経済の成長、交通
量の増大、市街地の拡大等を前提に決定されているものと思われ、近年の人口の減少、低成長、市
街地の拡大の収束等の社会経済の情勢の変化を踏まえると、その必要性が低下しつつあるものも
存在。

○このため、国土交通省では、平成１２年・１８年・２３年の３度にわたり技術的助言である「都市計画運
用指針」を発出し、地方公共団体において都市計画道路の必要性について検証を行い、その結果を
踏まえて、廃止や幅員変更など適切な見直しを行うことを助言。

○都市計画道路については、Ｈ１２の運用指針発出以降、見直しガイドラインを既に２回策定している
地方公共団体があるなど見直しは進んでいる一方で、廃止等の進捗には地方公共団体で濃淡があ
り、未着手期間が20年を大幅に超える路線が存在。

○また、長期未着手の都市計画道路等の区域内に土地・建物を所有する権利者が、長年にわたり建
築制限を受けてきたことに対する賠償や、都市計画決定の取消しを求め、自治体に対し訴訟を起こ
すケースも発生。

⑥都市施設の計画的整備

都市全体の骨格を形成する都市施設は、社会経済情勢の変化を踏まえると、その必要性が低下し
つつあるものもあるため、地方公共団体による適時適切な見直しが必要。一方で、見直しの取組状
況には地域差があり、建築制限の長期化による訴訟が起こるケースもある。
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○都市施設は、円滑な都市活動を支え、都市生活者の利便性の向上、良好な都市環境を確保する上で必要な
施設として計画決定。

○道路７．３万km、公共下水道１０．７万ｋｍ、公園１１．２万ha、緑地５．８万haの他、
学校１８８箇所、保育所２６箇所、病院１６箇所、図書館３箇所等を都市計画決定。

＜箇所数ベースの都市計画施設＞＜延長・面積ベースの都市計画施設＞

図 都市施設の都市計画決定状況（平成26年3月末時点）

⑥都市施設の計画的整備

都市施設の都市計画決定の状況

道路・公共下水：km
公園・緑地:ha （箇所）

出典：平成２６年 都市計画年報（国土交通省都市局都市計画課）を集計
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○道路（幹線街路）の都市計画延長約６．５万ｋｍうち、未着手は約２．１万ｋｍ（未着手率約３３%）。
未着手のうち、旧法時代に決定（４８年以上経過）したものが５割強存在。

○公園・緑地の都市計画面積約１６．８万haうち、未着手は約３．２万ha（未着手率約１９%）。
未着手のうち、旧法時代に決定（４８年以上経過）したものが４割存在。

⑥都市施設の計画的整備

長期間未着手の都市計画施設

（国土交通省調べ:平成27年3月末時点）

改良済

4.1万km

(64%)

未着手

2.1万km

(33%)

事業中

0.2万km

（3%）

供用

92千ha

（54%） 河川、樹林地等

整備を要しない区域

33千ha

（20%）

未整備

32千ha

（19%） 整備中

12千ha

（7%）

道路（幹線街路）：計画6.5万km

公園・緑地：計画169千ha

未着手幹線街路の決定時期別延長（新法、旧法）

未着手公園・緑地の決定時期別延長（新法、旧法）

新法時代決定
0.98万km
46.1 ％

旧法時代決定
1.15万 km

53.9 ％

新法時代決定
19.3千ha

60%

旧法時代決定
13.0千ha

40%

未着手路線の
５割強が
旧法時代
に計画決定

未着手公園等の
４割が
旧法時代
に計画決定
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○都市計画道路は、高度経済
成長期における都市の拡大を
前提に決定されたものが多
く、近年の人口減少、低成長
等の社会経済情勢の変化を踏
まえると、都市計画決定後、
長期間が経過し、その必要性
が低下しつつある道路もある
と認識。

・ 長期にわたり事業に着手されていない
都市施設等の都市計画については、見
直しのガイドラインを定めるととも
に、これに基づき、必要性の検討を行
うことが望ましい

・ 都市計画決定当時の計画決定の必要性
を判断した状況が大きく変化した場合
等においては、変更の理由を明確にし
た上で見直しを行うことが望ましい

○合意形成の難航

○地方公共団体の体制・財源の不足

・密集市街地等、関係者が多く複雑な地区における合意形成が難航している。

・用地買収等、事業実施のための体制や財源が不足し、事業化に至らない。

○このため、国土交通省では、
平成１２年・１８年・２３年
の３度にわたり技術的助言で
ある「都市計画運用指針」を
改訂・発出し、地方公共団体
において都市計画道路の必要
性について検証を行い、その
結果を踏まえて、廃止や幅員
変更など適切な見直しを行う
ことを助言。

都市計画道路の未着手の主な理由

これまでの国による取組

○地方公共団体による見直しの不足

※都市計画の決定については、地方公共団体の自治事務であり、国の関与はほぼ無い。

・都市計画決定主体である地方公共団体※において、施設の必要性を吟味し、必要性が低下したものを廃止・変更
する見直しの取組が不足している。

＜都市計画運用指針の主な内容＞

⑥都市施設の計画的整備

都市計画運用指針による都市計画の見直しの推進

○国土交通省では、平成１２年１２月・平成１８年１１月・平成２３年１１月の３度にわたり技術的助言で
ある「都市計画運用指針」を改訂・発出し、地方公共団体において都市計画道路の必要性について検証を
行い、その結果を踏まえて、廃止や幅員変更など適切な見直しを行うことを助言。
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⑥都市施設の計画的整備

都市計画施設の見直し状況

○都市計画道路については、Ｈ１２の運用指針発出以降、見直しガイドラインを既に２回策定している地方公
共団体があるなど見直しは進んでいる一方で、廃止の進捗には地方公共団体で濃淡があり、未着手期間が20
年を大幅に超え、将来的にも整備の見込みがない路線が抽出・廃止されていない地方公共団体が存在。

＜都市計画道路の見直し状況＞

○見直しガイドラインの策定状況
・都市計画運用指針の発出（平成12 年12 月）以降、全ての都道府県・政令市が見直しガイドラインを策定。

・見直しガイドラインに基づき、全国の約８割の地方公共団体が都市計画道路の見直しを実施。（※）
・各地方公共団体の見直しの結果、都市計画運用指針の発出（平成12 年12 月）以降、全国で約2,000 路線、
約2,300 ㎞の都市計画道路（幹線街路）の廃止（一部廃止を含む）等を実施。
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○都市計画道路の見直し状況

凡例
廃止 ルート変更 幅員変更

廃止 ルート変更 幅員変更

路線数 2,052 229 407

延長(km) 2,335 170 499

H13~26年度

（国土交通省調べ）

（※）見直し実施状況については、地域によって差があり、都道府県が自ら都道府県道等の見直しを
行っている地域は、見直しを行っている市区町村の割合が高い傾向にある

（国土交通省調べ） 78



【機密性２】

【裁判官による補足意見】

60年にわたる建築制限に対して損失補償不要とする考え方は大いに疑問
ただし、本地域は第1種住居地域であり、容積率200％、建蔽率60％であり、従来高度な土
地利用は行われておらず、補償を必要とするとはいえない

盛岡裁判（平成１７年）（建築制限の長期化による賠償等を求めた裁判）

・都市計画道路区域内に土地・建物を所有する原告が、長年にわたり建築制限を受けたとし
て、賠償等を求めた裁判

・最高裁判決では原告敗訴となったが、補足意見において建築制限の長期化に対する考え方が
提示された

⑥都市施設の計画的整備

建築制限の長期化による訴訟

○長期未着手の都市計画道路等の区域内に土地・建物を所有する権利者が、長年にわたり建築制限を受けてき
たことに対する賠償や、都市計画決定の取り消しを求め、自治体に対し訴訟を起こすケースも発生。

盛岡裁判の最高裁判決（平成１７年１１月１日）（抜粋）
都市計画道路について漸次見直しを実施してきており、それらの中で本路線の重要性を検討

し、必要性を確認した上で変更を行わなかったこと、都市計画事業総体としてみれば、漸次整備
を進行させてきていることから、都市計画が６０年以上の長期間にわたって事業化されるに至っ
ていないことを考慮に入れても、その状態は未だ認められる裁量権の範囲内に止まっているとい
うべきであり、都市計画の実施または変更について権限を有している公務員が法的義務に違反し
たものと認められず、請求は理由がない。
本件不動産に対する建築制限は、一般的に当然に受忍すべきものとされる制限の範囲を超えて

特別の犠牲を課せられたものということがいまだ困難であるから、憲法２９条３項を根拠とし
て、損失につき補償請求をすることはできないとものというべき。
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⑥都市施設の計画的整備

都市計画施設の見直し等の取組

○東京都では、平成２８年３月に地元区市町とともに、パブリックコメントを実施した上で、「東京の都市
計画道路の整備方針」を策定。

○東京都全体の都市計画道路について、１５の検証項目を設けて必要性の検証を行い、「見直し候補路線」
を選定。

○また、必要性が確認された路線についても、６つの選定項目を設定して、今後10年間（平成28年度から
平成37年度まで）で優先的に整備すべき路線を「優先整備路線」として選定している。

出典：東京における都市計画道路の整備方針（第四次事業化計画））

＜東京における都市計画道路の見直し・優先的に整備すべき路線の選定＞
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緩和している階数 緩和している都市
歩道整備部分(1階以上)＋4階 横浜市（商業）
歩道整備部分(1階以上)＋3階 横浜市（近商 300%以上）

４階以下 大阪市

３階以下 ２０１都市（２０２基準）（仙台市には２種類の基準有り）

階数の制限なし（※） 仙台市、横浜市
（※）緩和している階数の制限がない２都市の条件

仙台市 ・「都市計画道路網の見直しによる「新たな幹線道路網」（平成２３年１月１９日市長決裁）」により廃止路線に位置づけられた都市計画道路
横浜市 ・「トンネル構造の都市計画施設の上部における都市計画法第５３条第１項の建築許可に関する運用基準」

⑥都市施設の計画的整備

都市計画施設の区域における建築制限の緩和状況

○都市計画道路区域では、２０１都市（２０７基準）が建築制限の緩和を実施。

（仙台市３種類、横浜市４種類、大阪市２種類の建築物の階数の許可基準を有する）

（国土交通省調べ：平成２７年３月３１日時点）

＜建築制限の緩和をしている都市の内訳＞
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１．対象区域

２．建築物の特例許可

次の全ての要件に該当するもののうち市長が定めた区間
（１） 現道幅員２０ｍ以上の概成道路で拡幅部分が将来歩道として整備される区間。
（２） 商業地域又は近隣商業地域（指定容積率３００％以上）内にある区間。

上記の区間における建築物で、都市計画道路に係る部分については、「都市計画施設の区域内における建築許可等に関する取扱い要綱」による
ほか、次の特例許可基準によることができる。
（１） 前面歩道レベルから１階部分以上（梁下有効高さ２．５ｍ以上）を歩行者が通常自由に通行又は利用できるよう前面歩道と同一レベルで歩道
状に整備した場合には、上部に設けることができる階の数を商業地域においては４、近接商業地域においては３とする。
（２） 主要構造部は、鉄骨造、コンクリートブロック造その他これらに類する構造で容易に移転又は除去することができるものとする。

○横浜市では、都市計画道路区域の歩道整備部分について(1階以上)＋４階(３階)を許可する運用を実施。

⑥都市施設の計画的整備

都市計画施設の区域における建築制限の緩和状況
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⑥都市施設の計画的整備

検討すべき課題

①地方公共団体によるさらなる適時適切な見直し等の推進

・これまで国では都市計画運用指針を発出するなど、都市計画決定主体である地方公共団体にお
いて都市計画道路の必要性について検証を行い、その結果を踏まえて、廃止や幅員変更など適切
な見直し等を行うよう、その取組を促してきたところだが、さらなる地方公共団体の対応が望まれる。

②建築制限の緩和

・長年にわたる建築制限への対応として、先進自治体による建築許可事例や建築・解体技術の進展
等を踏まえ、建築制限の緩和に係る検討が望まれる。
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⑦生活圏の広域化等への対応

○広域的なまちづくり方針と整合しない計画や、広域的視点を欠いた計画が決定・推進される事例が
生じている。

○また、近接する自治体の郊外部で大規模集客施設が立地し、生活環境やコンパクトシティの取組な
どに重大な影響を及ぼしかねないと認められる事例も見られる。

○さらに、一の行政区域内に規制強度の異なる線引き・非線引きの都市計画区域が併存・隣接し、総
合的・統一的な都市計画行政に支障を来しかねないと思われる事例も見られる。

○このような状況を踏まえ、また、市街化調整区域内の集落地域の活性化等を狙って、線引き廃止を
選択する自治体も出てきている。

生活圏の広域化に伴い、郊外部での大規模集客施設の出店など、一つの市町村域を超えて周辺
の都市構造に大きな影響を持つ事象が生じている。これに対し、広域調整が十分に機能していな
い事態も生じている。
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国 都道府県 市町村

100% 0% 0%

0%(H6) 40%(H6) 60%(H6)

0%

(H22)

80%

(H22)

20%

(H22)

＜これまでの見直しの主な経緯＞

大正８年 旧都市計画法の制定
＝都市計画は大臣がすべて決定

昭和４３年 現行都市計画法の制定
＝都市計画は地方公共団体が決定（機関委任事務）

平成１０年改正・平成１１年改正（地方分権一括法）
・地方公共団体の都市計画決定の自治事務化
・都市計画決定の権限の都道府県から市町村への大幅な移譲
・国の関与の見直し（認可から同意へ、範囲の縮小、観点の明確化）

平成１２年改正
・線引きの選択性への移行
・市町村による都道府県の定める都市計画の案の申出制度の創設 等

平成２３年改正（第一次地方分権改革一括法）
・国の関与の見直し（三大都市圏等の都市計画区域に係る大臣協議が不要に）
・都道府県の関与の見直し（市は、知事との協議で同意が不要に）

平成２３年改正（第二次地方分権改革一括法）
・義務付け･枠付けの見直し等（計画の策定・内容の義務付けをできる規定化、努力義務）
・都市計画決定の権限の都道府県から市町村への移譲 等
→市町村：三大都市圏の用途地域、一定規模以上の道路・公園（国・都道府県管理除く）
→指定都市：区域区分、都市再開発方針、国道

平成２５年改正（第三次地方分権改革一括法）
・義務付け･枠付けの見直し等（都市計画の図書の写しの国交大臣への送付義務の廃止）等

平成２６年改正（第四次地方分権改革一括法）
・都市計画区域マスタープランの決定権限を都道府県から指定都市に移譲

都市計画決定の割合

⑦生活圏の広域化等への対応

都市計画における役割の変遷
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【Ａ市における事例】

Ｈ25.12 A市が河川改修に合わせて市道の橋梁架け替え事業を検討。
Ｈ26.7 橋梁架け替え事業を実施するため、市が橋梁部の都市計画案を策定。
Ｈ26.8 市と県とで都市計画の変更について協議。
Ｈ26.9 県は、橋梁の先の幹線街路に接続する都市計画道路に変更し、

連続した道路ネットワークとして位置付けるよう見直しの要請。
市の計画案

（橋梁部のみ）
延長すべきと
された区間

市は県の指摘を考慮に入れず、原案通り橋梁
部分のみの都市計画手続を進めた。

H26.9 市の都市計画審議会において、「道路ネットワークが形成されない」「渋滞・事故増加等周辺生活道路
への悪影響がある」等の指摘があり、市は原案どおりの都市計画決定をしつつも、延長区間の都市計画
を策定することを市は約束。

＜見直し要請の概要＞
○橋梁部分だけの都市計画では、高規格の道路が、
生活道路と接続するようになる。

○都市交通マスタープランに位置付けられた連続した道
路ネットワーク形成のため、幹線道路を補助する道路
（補助幹線道路）として橋梁の先にある幹線街路まで
接続する都市計画道路に変更して決定すべき。

○平成２３年の第一次地方分権一括法により、市町村が都市計画決定をする場合における都道府県との同意を
要する協議に関して、市については「同意」が廃止された（町村については同意を存置）

○都市計画決定に当たり、都道府県の方針や広域的な視点との整合を図るため、協議が十分尽くされる必要が
ある。

⑦生活圏の広域化等への対応

都市計画に関する都道府県・市町村間の広域調整①

（出典）国土交通省都市局作成
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市の都市計画案 協議結果県の指摘事項

事例１

事例２

事例３

市街化区域に隣接しない市
街化調整区域内に
商業施設の立地を可能とす
る地区計画を策定。

商業施設等の立地を前提と
して、工業専用地域を準工
業地域に変更する用途地域
の変更を行う都市計画を策
定。

都市計画道路の廃止を行う
都市計画を策定。

県のマスタープランにおいて、コンパクトシティ
を目指す旨記載されていること、周辺市町
が開発を抑制するよう求めていたことから、
計画を撤回するよう求めた。

県のマスタープランにおいて、工業地としての
土地利用を目指しているため、商業利用
可能な準工業地域への変更をやめるよう
求めた。

複数市にまたがる道路であり、周辺に代替
道路もないことから、広域的ネットワークの
観点から廃止を再考するよう求める。

原案どおり都市計画決定が
行われた。

原案どおり都市計画決定が
行われた。

廃止の方向で協議が進行
中

⑦生活圏の広域化等への対応

都市計画に関する都道府県・市町村間の広域調整②
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⑦生活圏の広域化等への対応

大規模集客施設の立地に係る広域調整

○生活圏の広域化に伴い、郊外での大規模集客施設の出店など、一つの市町村域を超えて都市
構造に大きな影響を持つ事象も生じており、より実効的な広域調整の仕組みを求める声もあ
る。

＜富山県の事例＞

富山市では、高速ＩＣや国道に隣接する市街化調整区域内のエリアについて、従来から、工業系、商業系等の企業
誘致に努めてきたところ、2012年に大規模商業施設の誘致が具体化するに至った。

当該エリアの地区計画の策定に係る射水市と県との協議に際して、県は、関係市に対して意見聴取を実施。

県は、富山市の意見も勘案し、射水市に対して
地区計画の区域を当該商業施設の立地に必要
最小限の範囲とするよう助言。結果として、射水
市は地区計画案を当初の33haから11haに縮
小した上で決定した。（2013年12月）

大規模集客施設の立地に係る地
区計画区域（市街化調整区域）

（出典）富山県都市計画区域マスタープランを基に事務局作成

富山市
射水市

射水市に隣接する富山市は、コンパクトなまちづく
り及び中心市街地活性化に大きな影響が生じる
ことから、反対の意見を表明。その他の隣接市
は、他市の政策を尊重する考えや自市のまちづく
りへの影響は大きくないという判断から、異存なしと
の意見を表明。
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≪前橋市の都市計画区域≫

都市計画区域外

前橋勢多都市計画区域

富士見都市計画区域

前橋都市計画区域

市町村合併により市内に線引き都市計画区域（１区域）
と非線引き都市計画区域（２区域）が存在。
都市計画区域外となっているエリアもある。

⑦生活圏の広域化等への対応

都市計画区域と行政区域の不整合

○市町村合併により、同一市町村内に線引き都市計画区域と非線引き都市計画区域が併存する状況が生じてい
る。

○規制強度の違いや都市計画税課税に係る不公平感や、総合性・統一性を持った都市計画行政の推進に支障が
生じることなどが懸念される。
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≪西条市・新居浜市の事例≫
 新居浜市、西条市を含む東予広域都市計画区域はＨ１６年５月に線引きを廃止。
 線引き廃止後、旧市街化調整区域の農地転用が増加し、幹線道路沿いではマンションや商業施設が立地。

121,000

122,000

123,000

124,000

125,000

126,000

127,000

128,000

2,250

2,300

2,350

2,400

2,450

2,500

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

新居浜市の宅地面積と人口の動向

宅地面積（ha） 新居浜市総人口（人）

出典：新居浜市統計書（平成28年度版）より

（ha） （人）

出典：地域メッシュ統計（総務省統計局）、国土数値情報より作成

 旧市街化調整区域
内の幹線道路沿道
にマンションが立地

西条市

新居浜市

旧市街化調整区域で人口増加が顕著な地域が
見られる。

西条市・新居浜市の平成17年から平成22年にかけての人口増減

⑦生活圏の広域化等への対応

線引き廃止都市計画区域の状況

○線引き都市計画区域内の市街化調整区域と、非線引き白地や都市計画区域外との規制格差に対する不公平感
や、調整区域内の集落地域の活力低下への危機感から、線引き廃止を選択する自治体が出てきている。
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道府県 都市計画区域名 廃止市町村 時期 廃止後の状況

京都府 宮津 宮津市、岩滝町の全域 S63.4.22 非線引き宮津都市計画区域

宮崎県 都城広域
都城市、三股町、高城町
山田町、山之口町の一部

S63.4.22 非線引き都城広域都市計画区域

富山県 富山・高岡広域 舟橋村の全域 S63.10.8 隣接の非線引き立山都市計画区域に編入

京都府 宇治 宇治田原町の一部 S63.10.8 単独非線引き宇治田原都市計画区域

福島県 会津 湯川村の全域 H1.9.22 隣接の非線引き塩川都市計画区域に編入

北海道 苫小牧圏 鵡川町の一部 H10.12.18 単独非線引き鵡川都市計画区域

熊本県 熊本 富合町の全域 H13.4
隣接の非線引き宇土都市計画区域に編入
⇒合併により熊本都市計画区域に編入

和歌山県 和歌山海南 海南市の全域 H16.5.17 単独非線引き海南都市計画区域

香川県 香川中央
高松市、丸亀市、坂出市の一部
牟礼町、宇田津町の全域

H16.5.17 都市計画区域を再編

愛媛県 東予広域
新居浜市、西条市、東予市
小松町、丹原町の一部

H16.5.14
非線引き東予広域都市計画区域
⇒新居浜都市計画区域と西条都市計画区域に分割

熊本県 荒尾 荒尾市全域 H16.7.1 非線引き荒尾都市計画区域

岡山県 笠岡 笠岡市の一部 H21.4.1 非線引き笠岡都市計画区域

沖縄県 南城 南城市の一部 H22.8.10 非線引き南城都市計画区域

岐阜県 岐阜 本巣市の一部 H22.8.27 非線引き本巣都市計画区域

長野県 豊科 安曇野市の一部 H24.12.20 非線引き安曇野都市計画区域に統合

京都府 綾部 綾部市の一部 H28.5.10 非線引き綾部都市計画区域

線
引
き
義
務
期
間

線
引
き
選
択
制
後

⑦生活圏の広域化等への対応

線引き都市計画区域の廃止の状況
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⑦生活圏の広域化等への対応

大規模集客施設の適正立地に向けた取組

福岡県：大規模集客施設の立地ビジョン

福岡県では、都市機能の拡散に伴って生じる様々な弊害を未
然に防ぎ、持続可能な県土づくりを実現する観点から、平成１
９年に「大規模集客施設の立地ビジョン」を策定した。

 ビジョンにおいては、都市機能の集積状況、徒歩でのアクセス
性、都市基盤の整備水準等に応じて、県内に「拠点」を１０
７、拠点のうち広域性を有する「広域拠点」を３７設定し、大
規模集客施設等をその規模に応じて立地誘導することとしてい
る。

立地ビジョンは都市計画法に基づく「都市計画区域マスタープラ
ン（都市計画区域の整備、開発及び保全の方針）」として策
定され、個々の都市計画に際しての方針となっている。なお、社
会経済状況の変化等を踏まえ、定期的な見直しなど必要に応
じてその内容を見直すこととしている。

（出典）大規模施設の立地ビジョン（平成１９年）（福岡県）

＜具体的な誘導方策＞
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①広域調整機能の不全

・都市計画決定に際しての都道府県の役割の相対的な低下等に伴い、広域的視点を欠く計画が
決定されるなど、調整機能の不全が生じている。

②マスタープランの規範性・実効性の欠如

・本来、個々の市町村による即地的な判断は、都市計画区域全体を対象としたまちづくりの基本的
な方針に即して行われるべきである。しかしながら、都市計画区域マスタープランに十分な規範性
・実効性が伴わない場合には、個々の市町村の判断がそのまま計画に反映されることとなる。

③規制強度のアンバランス

・市町村合併や生活圏の広域化に伴い、原則として開発が抑制される市街化調整区域、開発自由
度の高い非線引き白地地域、原則として規制の及ばない都市計画区域外の間の規制強度のアン
バランスが顕在化した結果、規制の緩やかな方向へ流れる傾向があり、総合的・統一的な都市計
画行政に支障を及ぼすおそれが認められる事例も見られる。

⑦生活圏の広域化等への対応

検討すべき課題
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⑧多様な主体の参画

○都市の成熟に伴い、エリアマネジメントやプレイスメイキングなど、民間まちづくり団体による活動
は多様化しており、国として支援すべき対象等を見定めた上で、適切な支援措置の実施が望まれ
る。

○都市計画に関する住民の関心は、具体的事案の当事者となる場合を除いて、総じて希薄である。
制度上、住民参加の機会は一定程度確保されているが、形骸化しているとの指摘もある。

○また、時代のニーズに的確に対応した都市計画行政を展開するためには、地方公共団体におけ
る業務執行体制の充実や、民間の都市計画実務専門家との連携強化など、都市計画の質的向
上を図る視点も重要である。

成熟の時代を迎えた我が国の都市では、様々な民間のプレイヤーがまちづくりの担い手として
活躍を広げてきている。行政の機能を補完・代替する多様な担い手を取り込み、時代のニーズ
に即した質の高い都市計画行政の展開が求められる。
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民間の担い手によるまちづくり

○基盤施設整備、土地利用規制が中心
＜民間等による都市活動の環境整備＞

・都市活動については商店街、自治会等
活動分野毎の公益性に応じて別途支援

従前のまちづくり

○民間の役割は限定的
＜日常管理への参加＞ ＜地権者として参加＞

・施設の保全活動 ・区画整理・再開発組合
＜民有施設の管理＞ ＜施設整備での民間ノウハウ・資金活用＞
・施設管理会社 ・ＰＦＩ
（再開発ビル、地下街 等） ・パブリック・インボルブメント

都市の成熟に伴うまちづくりの変化
○地域全体の政策課題（地方創生、国際競争力、福祉、子育て等）
と直結
・立地機能そのものや都市活動も重視

・多様な人の参画による多様な活動が必要

○人口減に伴う縮退、公共施設再編等への対応
・維持管理の負担軽減、ストック効果等基盤施設の管理・利活用を重視
・空き地・空き店舗、ＰＲＥ等土地利用面での問題が顕在化

○民間の公益性再評価

○官民連携の重視

○持続可能性・自立性
・多様性の重視

○「活動、機能、基盤」「ハード、ソフト」の関係が深化 ○公共（空間、施設）の役割変化
・活動やその成果の重視（＝エリアでの評価） ・人の参画、活動を重視

・基盤施設、立地機能、活動の目的・役割の一体化 ・稼ぐ公共、柔軟な利活用
・民間（空間、施設）との一体化、境界部の変化

○事業性の重視
・公共投資に対する評価の軸が、投資規模から活動の成果へシフト
・公共支援のあり方の変化（≠過度の補助金依存）

（今回の議論における国交省都市局の視点での整理）

（出典）国土交通省都市局「まちづくり活動の担い手のあり方検討会」資料

⑧多様な主体の参画

「民間の担い手によるまちづくり」の特徴
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○民間主体の自発的な活動 （例：株式会社北九州家守舎）○平成25年度NPO法人に関する世論調査（内閣府）

→ 社会のニーズや課題に対して、市民自らが自主的に集まって
取り組むことは大切だと思う割合が、９割以上に及んでい
る。

リノベーションまちづくりの
水平展開(リノベーションスクール)

○組織形態別のまちづくり団体数

組織形態 総数
市町村からの
出資が3%以上
の団体の割合

社団法人
公益社団法人 3

66
一般社団法人 63

財団法人
公益財団法人 13

31
一般財団法人 18

特定非営利
活動法人

認定ＮＰＯ法人 8
527

ＮＰＯ法人 519

株式会社 218 71%

持分会社 5 40%

任意団体 3,157

その他 95

合計 4,099

※国土交通省都市局調べ（平成28年3月） 全国1,741市町村に対して、まちづくり団体に関するアンケート調査を行い1,691市町村から回答を得た。（回答率：97%）

※まちづくり団体：まちづくりを主な目的として活動している団体（まちづくり会社、社団・財団法人、特定非営利活動法人、任意のまちづくり団体等）。

ただし、土地開発公社や商店街振興組合、商工会議所等のまちづくりを主目的としない団体は対象外。

○全国の約半数の自治体にまちづくり団体が存在し、これらの団体による自発的な事業活動が展開さ
れつつある。

まちづくり団体が

存在する市町村

45.4%

まちづくり団体が

存在しない市町村

54.6%

任意団体 77.0%

その他 2.4%

公益社団法人 0.1%

一般社団法人 1.5% 公益財団法人 0.3%

一般財団法人 0.4%

認定NPO法人 0.2%

NPO法人 12.7%

株式会社 5.3%

持分会社 0.1%

○まちづくり団体の組織形態 ○まちづくり団体が存在する市町村の割合

リノベーションによる
エリアの価値向上

⑧多様な主体の参画

まちづくり団体の状況

（出典）国土交通省都市局「まちづくり活動の担い手のあり方検討会」資料 96
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大丸有地区のエリアマネジメント

鯖江市役所

NPO法人エリアマネジメント北鴻巣

株式会社まちづくり富山

ＮＰＯ法人 取手アートプロジェクトオフィス

まちづくり福井株式会社

コミュニティバス

空き店舗マップ

快適な地域環境の形成（すみれ野中央公園）

グランドプラザの指定管理・運営

丸の内地下広場丸の内仲通り

古民家でのアートキャンプ 活動拠点「co-minka」
団地アート インターンシップ制度TAP塾

（出典）・社会資本整備審議会 都市計画・歴史的風土分科会 都市計画部会 新たな時代の都市マネジメント小委員会資料

・観光まちづくりガイドライン（都市局 都市政策課 H28.3)

⑧多様な主体の参画

民間まちづくり活動の類型ごとの事例 【行政機能の代替】
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【
安
全
確
保

】

株式会社MYROOM

株式会社晴海コーポレーション

一般社団法人グランフロント大阪TMO札幌大通まちづくり株式会社

オープンカフェ「大通すわろうテラス」エリアマネジメント広告

株式会社飯田まちづくりカンパニー

運営するテナントビル
指定管理「りんご並木のエコハウス（
21世紀環境共生型モデル住宅）」

秋葉原タウンマネジメント株式会社

オープンカフェ 広告

空き家見学会 無料相談会

区道と公開空地を一体
的に活用したイベント 高効率地域冷暖房の導入

歩行者天国の運営・防犯パトロール

（出典）社会資本整備審議会 都市計画・歴史的風土分科会 都市計画部会 新たな時代の都市マネジメント小委員会

⑧多様な主体の参画

民間まちづくり活動の類型ごとの事例 【行政機能の補完】
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【機密性２】

⑧多様な主体の参画

都市計画における住民参加手続の課題

○地方公共団体に対するアンケートからは、都市計画の住民参加手続について、参加者が少な
い、意見反映が難しいなど、形骸化や建設的な合意形成に苦慮している実態が見える。

出典：「都市計画制度に関するアンケート調査」（平成27年4月、国土交通省都市局都市計画課）

地方公共団体（都道府県及び都市計画区域を有する市町村）に、都市計画の運用に関する課題について尋ねたと
ころ、都市計画決定手続における住民参加に関しては、以下のような課題が聞かれた。

類型 主な意見 （同種の意見が多数あり）

住民意識、
無関心

○住民説明会や公聴会の住民の参加者が少ない。
○市民への周知や理解を得ることに苦慮している。
○地域の土地利用に主体的に関与しようという住民意識が醸成されない。
○まちづくりは「行政がやってくれる」という意識がなかなか抜けない。
○自助、共助のまちづくりが求められるが、担い手育成について市民の気運が高まらない。
○10年、20年後を見越したまちづくりを推進する行政側と、現在の生活を重んじる住民側で温度差が

あり、都市計画事業の必要性が理解されない。
○人口減少社会に対応した施策について、住民の意識が低く、理解を得ることが難しい。

啓発の必要 ○都市計画は難しくてわからないと思われている。身近に感じられ、積極的な参加を得る方法が課題。
○住民に対し都市計画全般についての知識の普及が必要。

意見反映の
場としての
有効性

○法定手続だけでは、住民の意思をまとめる場として不十分と感じる。
○法定の縦覧図書だけではわかりにくいという指摘が多い。
○行政が住民に対し、修正する余地のない案を一方的に説明することが多い。
○説明会は、賛成の方が出席されにくく、苦情を聞く場としてしか機能していない。
○説明会の参加者が固定され、広く住民の声が反映されているか疑問。

合意形成 ○都市施設の都市計画決定で、計画区域内の地権者の合意形成に苦慮している。
○住民は規制により資産価値が下がると考えるため、合意形成に苦慮している。
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○地方公共団体職員が、コンパクトシティ政策実現への障害と考える項目は、予算や手段等制
度に関する項目から、部署間の調整、人手不足等の業務上の障害に変化しつつあり、これら
への支援を充実していくことも重要。

⑧多様な主体の参画

地方公共団体職員の意識の変化

t値

44%

35%

32%

22%

14%

9%

52%

48%

57%

53%

23%

19%

13%

9%

29%

40%

10%

27%

11%

15%

9%

5%

1%

0%

**:p<0.01 :*p<0.05  （過去調査）n=414，（現在調査）n=511

そ
の
他

その他＊＊ 2.62

障害はない 0.67b‐12）

b‐11）

業
務

部署間の調整の

問題＊＊ 3.64

人手不足＊＊ 6.58

担当者の異動 1.87b‐10）

b‐9）

b‐8）

制
度

予算の欠如*＊ 2.72

既存事業・計画の

存在＊＊ 3.48

都市計画上の

手法の欠如＊ 2.36

b‐1）

b‐3）

b‐2）

理
解
度

知識の不足 1.15

市民の無理解 1.13

議員の反対 1.47

市長の政策との

不一致＊ 2.14b‐7）

b‐6）

b‐5）

b‐4）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

過去調査

現在調査

＜コンパクトシティ政策実現への障害の経年変化＞

 制度に関連する項目は、予算の欠如や既
存事業・計画の存在、都市計画上の手法
の欠如といった仕組み上の障害は相対的
に低下している。

 理解度に関連する項目は、改善は見られ
るものの、市民への啓発、各ステークホル
ダーの理解を得るための取組が引き続き
求められる。

 業務に関する項目は、部署間の調整の問
題や人手不足といった実務上での障害が
課題としてより強く認識されるようになって
いる。

過去調査：2007～2008年
現在調査：2015～2016年

出典：越川、菊池、谷口「コンパクトシティ政策に対する認識
の経年変化実態－地方自治体の都市計画担当者を対象と
して－」（2017年2月：土木学会論文集D3）
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・人口の増加や成長・拡大を前提に、将来の都市像がある程度予測可能な状態の中で土地利用規制や都市施設の整備、
市街地整備で都市をコントロール

質の高い都市計画行政とは、従来型の都市計画に加え、時代のニーズに応じて求められる都市計画を実行することで、
都市の課題を解決し目標とする都市像を実現すること

質の高い都市計画行政

⑧多様な主体の参画

民間の都市計画実務専門家との連携

・市街化調整区域の規制、都市計画施設の見直し、民間活力を活用した開発など、従来型の都市計画ツールの高度化

・都市機能に着目し、これらを都市計画の中に位置づけ、その「魅力」を活かすことによって、
居住を含めた都市の活動を「誘導」することで都市を「マネジメント」する新たな取組（立地適正計画等）

都市計画実務専門家との連携～質の高い都市計画行政の実現のために～

求められる
都市計画

従来型の
都市計画

これまでの土地利用規制等でのコントロールに加え、都市の住民・企業の活動等にこれまで以上に着目し、
量ではなく質の向上を図るために都市を「マネジメント」するという新たな視点をもって取り組んでいくことが必要

人口を維持、あるいは減少する可能性が大きい中で、
持続可能で安全・安心して暮らせる都市づくり、国際競争力強化に資する都市づくり

時代の
ニーズ

全国の他市町村で創意工夫された先進事例、
他分野の基礎知識などの知見を有する能力（知識）

多様なデータ等を活用し都市を分析する能力、
適切な合意形成手法を実施する能力（技術力）

専門的かつ第三者の立場から、都市の課題を
抽出し、対応方針を発想する能力（創造力）

優良な都市計画実務専門家の
適切な選定・活躍の場の確保

質の高い都市計画行政を推進するための好循環

都市計画実務専門家の
業務の質の確保

都市計画実務専門家の
能力・経験の認定

・『認定都市プランナー制度』の普及・充実
・『都市計画コンサルタント優良業務
登録事業』の普及・充実

都市計画実務専門家との連携の必要性を地方公共団体に普及することを起点とし、連携を促進するための取組が必要

専門的能力
を駆使し、
各場面で
活躍を期待

求められる都市計画

従来型の都市計画

時
代
の
ニ
ー
ズ

・時代のニーズに対応した実践的なガイドライン
の作成・充実・周知

・ノウハウ蓄積を企図した実践的な講習会の開催
・都市計画ＣＰＤ標準カリキュラムの作成

・都市計画実務専門家との連携必要性の普及
・都市計画実務専門家の能力を引出す発注
に関する事例の共有

※各取組が循環することにより、
継続的な取組となり、
取組同士の相乗効果が期待される

自身の都市の
事情に詳しい

行政実務に
精通している

地元のニーズ
を政策に反映

○質の高い都市計画行政実現のため必要となる能力○公共団体の状況

知識・データ分析を活用し、都市の課題、
対応方針を示す『ホームドクター』

地域住民や、都市機能の担い手との橋渡
しを行う『コーディネーター』

都市・地域全体を俯瞰して抜本的な
政策、戦略を提案する『政策アドバイザー』

<解説>左記の能力を使う場面（【H26年度とりまとめ】担うべき役割との関連）

・これまでも都市計画実務専門家の能力が活用され、質の高い都市計画行政がなされてきたところ。
今後、これまで以上に変化する時代のニーズに対応するため、より一層、専門的な能力を有する都市計画実務専門家と連携することが必要。
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⑧多様な主体の参画

行政と住民の協働によるまちづくり計画の作成

出典：都城市ＨＰ、「たまり場づくり」を基に国土交通省作成

○住民参加により、まちなかの百貨店跡地を活用した図書館等の拠点施設の基本計画を作成。

○「たまり場づくり」をコンセプトに、計画の構想段階から市民ワークショップ等を重ね、住民ニーズを徹
底的に洗い出し。事業者、専門家との意見調整を通じ、実現可能な計画を作成。

■まちなか「たまり場づくり」の基本計画作成の流れ ■多様な市民参加プログラムを実施し住民ニーズを計画に反映

・エリアマネジメントの実施

・官民連携による商業施設整備

・商業施設の整備
・事業計画、経営、誘致等
ノウハウ（スーパーマーケット）

都城
市

まちなか広場等を活用した施設間
の連携による協調イベントの開催

・土地の所有
・土地賃料の減免等

民間
事業者

都城市

民間事業者
各施設の
指定管理者

■基本計画対象地（中心市街地の百貨店跡地）

■基本計画の実現に向けた、官民連携による取り組み■基本計画対象地

宮崎県都城市
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①民間まちづくり活動に対する政策的関与の不足

・都市政策の実現に寄与する様々なタイプの民間まちづくり活動が広がりを見せており、行政以外
に都市空間の形成・管理を担う重要な推進力として位置付けられ得るものであるが、支援措置等
の政策的働きかけは十分ではない。

②住民の実質的な参加機会や、理解・関心を高める取組の不足等

・現行制度においても、提案制度を含め住民の参加機会は一定確保されているが、都市計画が住
民意見を反映するものとなっているかについては、十分でないとの指摘もある。行政により、庁内
調整等を経て計画内容が実質的に固められた後、住民意見により修正される余地のないものが
一方的に説明されるだけ、といった実態も指摘されている。

・また、行政の対話相手となる住民団体が必ずしも地区全体の住民意見を代表しているとは言え
ず、サイレントマジョリティの意向をいかに把握するかという課題もある。一方、現状、住民に理解
を促すような制度上・運用上の配慮が十分になされているとは言い難い。

⑧多様な主体の参画

検討すべき課題
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